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１．課題及び調査等を踏まえた事業計画等のまとめ 
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 Ａ案：市営×学生寮のまち・「知の拠点」の 
シンボルタウン 

Ｂ案：市営・戸建・学生寮の 
ミクストコミュニティタウン 

Ｃ案：持続発展する市営＋学生寮の 
暮らしシェアのまち 

Ｄ案：人との出会い・交流を生む 
プロムナードのあるまち 

計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

市営住宅 

 （）内は敷地面積 

Ⅰ期 6階 40戸（2,564 ㎡）※仮移転なし 

Ⅱ期 4～6階 110戸（8,409㎡） 

Ⅰ期 6階 40戸（2,564 ㎡）※仮移転なし 

Ⅱ期 4～6階 110戸（8,409㎡） 

Ⅰ期 7階 47戸（2,564 ㎡）※仮移転なし 

Ⅱ期 7階 110戸＋地優賃 56戸（8,409㎡） 

Ⅰ期 6階 35戸（3,264 ㎡）※仮移転なし 

Ⅱ期 7階 115戸（5,962㎡） 

公的用地 

 （）内は敷地面積 

学生寮① 6階 107戸（4,722㎡） 

学生寮② 5階 43戸（1,914㎡） 

学生寮 5階 43戸（1,914㎡） 集会施設集約用地（1,914 ㎡）※民間用地化も可 まちづくり用地（1,461㎡） 

民間敷地 

 （）内は敷地面積 

生活利便施設等（1,372㎡） 

 

戸建住宅地 25区画（4,722㎡） 

生活利便施設等（1,372㎡） 

戸建住宅地 29区画（6,094㎡） 戸建住宅地 15区画（3,232㎡） 

戸建住宅地 29区画（4,948㎡） 

 

１－１．建替事業計画等のまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■計画地の計画課題・ポテンシャル 
 

■空間構成方針・まちづくりの方針 
 

まちづくりのテーマ 

 

① コミュニティミックスを通じたまちづく
りを促進するための、都市基盤が整
っており、市・地域のまちづくりを牽
引することのできる可能性をそなえ
ている 

② 大学との連携、都市計画道路など、
今後新たなまちづくりのニーズが発
生する可能性がある 

③ 周辺の戸建住宅地、地域コミュニテ
ィ施設等に配慮した計画が不可欠 

① 市営住宅団地の暮らしを支

える機能と若年向け住まい

のあるまち 

② 多様な入居者層がともに暮

らし、交流するまち 

③ つつじが丘・福知山で暮ら

す魅力を発信するまち 

持続的な魅力をつくり、発信する“ミクストコミュニティ”

のまち 

戸建への配慮（高さ・接道）
が不可欠なゾーン 

団地敷地内
の 道 路 で 接
道しており、
道路の確保
が 必 要 な ゾ
ーン 

擁壁の再整備等対策
が必要なゾーン 

中規模の 
都市計画公園 

コミュニティ施設が集積 

地域幹線道路に面し沿道利用が期待されるゾーン 

戸建住宅地への配慮 

戸建住宅地に面するため、配
置計画において配慮が必要 

みどりの環境軸 

西側の戸建住宅地と東側
の岡東公園を結び、まちの
質を高める緑のネットワーク
を形成する東西軸 

コミュニティ拠点 

コミュニティミックス
軸とみどりの環境軸
の結節点で、コミュ
ニティの中心となる
街角 

まちづくり推進ゾーン 

地域幹線道路に面し
ており、まちづくりを推
進する施設立地を図
るゾーン 

コミュニティミックス軸 

市営住宅、余剰地（戸建住宅・まちづ
くり施設等）をつなぐ南北軸 
卓越風の南北風の通抜けも確保 

駅や小学校方
向につながる道
で、既存施設や
公園などが並ぶ
南北軸 

コミュニティ軸 

先行建替が優位な
ゾーン（グラウンド） 

都市計画道路 

高齢者 
複合施設 

公園 

集会所 

児童館 

■建替計画案比較表 
 

○基本条件の整理 

 
上位・関連計 入居者アンケート調査 併設施設候補の事業成立要件 

※調査・計画の詳細は「建替事業基本計画編報告書」を参照のこと 
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１－２．併設施設（案）の可能性のまとめ 

入居者アンケートによる施設やサービスの需要、地域のまちづくりや市の都市政策上の要請、および

前節のヒアリング調査結果等を踏まえて、以下の導入施設を併設施設候補と設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【高齢者等の生活支援や日用品の販売など生活を支える機能】 

    ⇒コンビニエンスストアや小規模なスーパーマーケット 

      ※ただし、周辺に競合店があり、施設立地できる見込みは低い 

   ⇒障害者就労支援施設（作業所・宅配サービス拠点） 

 

【高齢化の進む地域の安全・安心や定住促進につながる若年・子育て世帯の居住誘導】 

   ⇒大学学生寮および外国人技能実習生・高校生向けの寮 

   ⇒戸建住宅地 

 

【住民の集える場所、地域活動のできるスペースなど地域コミュニティの拠点機能】 

⇒周辺の施設集約等を鑑みたコミュニティ施設 

      ※公園や集会所も同様の機能を担うことは可能 

 

 

参考）入居者アンケートより、入居者ニーズ（上位） 

【地域に不足していると思う施設】 

・日用品を販売する店舗（40.6％） 

・高齢者等の生活支援のための施設（35.8％） 

・高齢者・障害者等のための福祉施設（30.2％） 

・医療施設（30.2％） 

【地域にあったらいいと思うサービス】 

・見守り訪問活動、安否確認（35.8％） 

・気軽に悩みを相談できるところ（34.9％） 

・介護の手助け（34.0％） 

・住民が集える場所（33.0％） 

【建替にあたって期待すること】 

・安心して暮らせる防犯対策（65.1％） 

・来客者用駐車場（58.7％） 

・管理しやすいゴミ置場の設置（57.8％） 

・災害に役立つ設備（53.2％） 

・休憩・談話ができるスペース（45.0％） 

・地域活動のできるスペース（39.4％） 

※調査の詳細は「建替事業基本計画編報告書」を参照のこと 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

２．事業スキーム（案）の検討 
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２－１．民活事業手法の検討、整理 

（１）公営住宅建替事業に関する民活手法等の整理 

・公営住宅の建替え事業については、既に全国で６０件を超える事業がＰＦＩ方式により実施され

ている。 

・その事業目的として、１)公営住宅の円滑な更新と地域のまちづくりへの貢献、２)公営住宅の住

宅性能水準の向上と公共の財政負担の縮減、３)福祉と環境に配慮した暮らしやすいまちづくり

への貢献、等が挙げられている。 

・このように公営住宅について数多くのＰＦＩ事業が実施され、事業実施に際して民間事業者のノ

ウハウを最大限に引き出す検討も行われてきたことから、ＰＦＩ事業者の業務範囲、官民の役割

分担・リスク分担等の考え方も熟成されてきているといえる。 

・また、ＰＦＩ方式に類似するＰＰＰ/ＰＦＩ的手法として、ＤＢ方式、ＤＢＯ方式（設計施工一括

発注方式）があり、公営住宅建替事業についても一部の自治体で採用されているものの、事業化

の数は圧倒的にＰＦＩ方式による事業が多い状況となっている。 

（２）一般的に想定される民活手法 

・公営住宅の建替え等に際して民間事業者のノウハウを活用する民間活力活用手法としては、ＰＦ

Ｉ法に基づくＰＦＩ方式（ＢＴＯ方式、ＢＯＴ方式、ＢＴ方式）とＰＦＩ法に基づかないＰＰＰ

/ＰＦＩ的手法としてＤＢ方式、ＤＢＯ方式がある。 
・このほか、事業用地の範囲を民間の所有地まで広げる場合には、民間活力活用手法として借上げ

公営住宅方式も想定されるが、本調査においては検討対象外とする。 
 

PFI 

BTO 

Build Transfer Operate 
民間事業者が施設等を建設し、施設完成直後に公共施設等の管理者等に所有権

を移転し、民間事業者が維持管理・運営を行う事業方式 

BOT 

Build Operate Transfer 
民間事業者が施設等を建設し、維持・管理及び運営し、事業終了後に公共施設

等の管理者等に施設所有権を移転する事業方式 

BT 

Build Transfer 
民間事業者が施設等を建設し、事業終了後に公共施設等の管理者等に施設所有

権を移転する事業方式 

DB 

Design Build 
設計・建設を一括で民間事業者に発注し、資金調達・施設所有・維持管理・運

営は公共が行う事業方式 

DBO 

Design Build Operate 
設計・建設・維持管理・運営を一括で民間事業者に発注し、資金調達・施設所

有は公共が行う事業方式 
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（３） 民活手法のメリット・デメリット 

 PFI 平準化（民間資金活用） 交付金活用 参入難易度 

 

BTO ○ ○ →（普通） 

BOT ○ ○ ↗（やや参入しにくい） 

BT △ ○ ↘（やや参入しやすい） 

DB △ ○ ↘（やや参入しやすい） 

DBO △ ○ →（普通） 

 

① 財政支出の平準化（民間資金活用）について 

・ＢＴＯ、ＢＯＴ：民間資金活用（施設整備費の割賦払い）により財政支出の平準化が可能 
・ＢＴ、ＤＢ、ＤＢＯ：民間資金活用はできないもの、公営住宅建設事業債（起債）を活用するこ

とにより、一時的な財政負担の急増を回避することは可能 
 

② 交付金活用について 

・いずれの手法による場合も交付金活用が可能で、手法間の優劣はない。 
・ＢＯＴ方式による事業実施の場合、家賃対策調整補助金の交付が受けられる場合には、ＢＴ、Ｂ

ＴＯ方式と比較して有利となる可能性がある※。 

※参考：京都市営八条団地（BOT方式で事業実施）の事業手法検討資料より 

・ＢＯＴ方式の場合、国費として社会資本整備総合交付金（事業者に直接交付する場合は補助率50％）

に加えて、家賃対策調整補助金（補助率 50％）の交付が受けられると整理されており、当事業（230

戸の建替）では、国費総額 28億円とＢＴ・ＢＴＯ方式の 17億円に比べて 9億円多いことが試算

されている。 

・ただし、本事業で適用可能かについては、自治体・国土交通省間での協議・確認が必要である。 

資料：第１回京都市八条市営団地再生事業検討委員会 資料４ 

 

③ 参入難易度について 

・参入難易度は、民間事業者の事業参入しやすさを示す。（過年度に実施した各公営住宅ＰＦＩ事業

における民間事業者への意向調査結果に基づく評価） 
・ＢＯＴ方式については、ＰＦＩ事業者が市営住宅を事業期間終了まで保有することから、スキー

ムがやや複雑となり、ＢＴＯ方式よりやや難易度が高い。事業規模が比較的大きい等の魅力がな

いと公募事業への参画者減少の恐れがある。 
・ＢＴ方式及びＤＢ方式は、維持管理・運営業務を含まないため、事業者の参入難易度は低くなる。 

注）ＢＯＯ方式（ＰＦＩ）は、事業期間終了後も市へ所有権が移転しないため、交付金の対象とな

らないこと、賃料収入のみによる事業運営が難しいことなどから、公営住宅では採用されてい

ない。 
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（４）ＰＦＩ方式とＤＢ方式・ＤＢＯ方式の相違点 

① ＰＦＩ法に基づく事業であるか否か 

・ＤＢ方式、ＤＢＯ方式の場合、ＰＦＩ法に基づく事業ではないため、ＰＦＩ法に定める事業実施

上の手続きを一部省略することが可能となる。 
・したがって、ＤＢ方式、ＤＢＯ方式による事業の場合、ＰＦＩ方式の場合に必ず実施する必要が

ある実施方針の公表のステップを省略して、いきなり入札公告を行うことも可能であり、事業者

決定までのスケジュールが極めてタイトな場合には、事業期間短縮の視点からは選択肢となりう

る。 
（これまで実施されたＤＢ方式、ＤＢＯ方式による先例の事業では、実際に実施方針公表が割愛さ

れた事例は１事業にとどまる。） 
 

② 事業範囲 

・下表のとおり、ＤＢ方式、ＤＢＯ方式でも入居者移転支援業務、余剰地活用業務を含めることも

理論上は可能であるが、これまで実施されてきた先例の事業において入居者移転支援業務、余剰

地活用業務を含めた事例はなく、リスク分担や契約書関連の熟成も進んでおらず、ＤＢ方式等に

ついてこれらの業務を含める場合には精査が必要となる。 
・また、一部のＤＢ方式の先例の事業では、工事監理業務を民活事業者の業務ではなく、発注側が

実施することとしている事例もあるが、この点については、ＰＦＩ方式においても発注側で工事

監理業務を実施することは可能であり、明確な相違点とは言い難い。 
・各民間活力活用手法における一般的な事業範囲は下表のとおりとなっている。 

 

 
PFI 

DB DBO 
BTO BOT BT 

設計（基本設計・実施設計） ○ ○ ○ ○ ○ 

解体（既存施設） ○ ○ ○ ○ ○ 

建設工事 ○ ○ ○ ○ ○ 

工事監理 ○ ○ ○ ○ ○ 

入居者移転支援 ○ ○ ○ △ △ 

維持管理運営 ○ ○ － － ○ 

余剰地活用（附帯事業） ○ ○ ○ △ △ 

※ 「－」表記は、当該事業方式で一般的に業務対象外となるもの。 
 

③ 資金調達 

・ＰＦＩ方式の場合、民間事業者から資金調達を行う（施設整備費の割賦払いを行う）ことも、行

わないことも、いずれも可能である一方、ＤＢ方式、ＤＢＯ方式の場合は民間事業者から資金調

達を行うことはできない。 
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・ただし、ＢＴ方式を採用する場合は、民間事業者から資金調達を行わず、施設整備費は施設竣工

時に一括で支払うこととなるため、必ずしもＳＰＣ（特別目的会社）を設立する必要はない。Ｂ

Ｔ方式で実施された事業で、ＳＰＣを設けることも可としている事業もあるが、ＳＰＣを設立し、

維持するには登記費用や監査法人に対する費用等が発生するため、実際には選定されたＰＦＩ事

業者によりＳＰＣ（特別目的会社）が設立された事例はない。 
・ＢＴＯ方式、ＢＯＴ方式を採用する場合でも、維持管理の主体としてＳＰＣ（特別目的会社）を

設立することは基本的に必要となるが、必ずしも民間事業者から資金調達を行う必要はなく、施

設整備費については施設竣工時に一括で支払うことも可能である。 
・以上から、事業実施に当たっての資金調達面でもＢＴＯ方式、ＢＯＴ方式を採用する場合には民

間事業者から資金調達を行う選択肢が増えるが、ＢＴ方式とＤＢ方式、ＤＢＯ方式では資金調達

面で特に差異はない。 
 

④ 民間事業者の参画意向 

・上記のとおり、全国で６０件を超える事業がＰＦＩ方式により実施され、ＰＦＩ事業者の業務範

囲、官民の役割分担・リスク分担等の考え方もある程度熟成されてきており、参画を検討する民

間事業者の安心感にもつながっている。過去の調査における民間事業者への意向調査においても、

ＰＦＩ方式がより評価される傾向となっている。  
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２－２．事業スキーム（案）の検討 

（１）法制度上の課題、財源措置等支援制度の検討・整理 

１）起債、補助金適用についての整理 

①公営住宅の概要整理 

公営住宅とは、公営住宅法に基づいて地方公共団体が

つくる住宅をいい、国及び地方公共団体が協力して、健

康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを

住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸

し、又は転貸することにより、国民生活の安定と社会福

祉の増進に寄与することを目的とするものである。 
国土交通省「公営住宅制度の課題について（H17.５）」

によると、検討の視点として以下の３点が挙げられてお

り、各項目に対応し、公営住宅法施行令も改正されてい

る（H18.２.１、H21.４.１、H23.１.１施行）。 
 

＜制度等の検討の視点と対応＞ 

項目 課題と対応 施行令改正内容 改正の効果 

施策 
対象 

少子高齢化の進展、家族形態の変化、社会的

弱者の多様化、国民所得水準の変化等の社会

経済情勢の変化を踏まえ、真に「住宅に困窮

する低額所得者」に対し地域の実情を反映し

つつ、より公平・的確に公営住宅を提供でき

るようにする。 

入居収入基準の見

直し（H21） 
 

住宅困窮度のよ

り高い者に対し

的確に供給 

入居 
制度 

入居者・非入居者間、入居者相互間の公平を

確保しながら、真に住宅に困窮する者に対し

て的確に公営住宅を提供できるようにする。 

同居親族要件の緩

和が認められる者

の 範 囲 の 拡 大

（H18） 

住宅困窮度のよ

り高い者に対し

的確に供給 

家賃 
制度 

公営住宅の本来入居者の家賃に関し、応能応

益制度により、かつ、近傍同種家賃以下であ

るとの原則は維持しつつ、社会経済情勢の変

化に対応するとともに、地域の実情がより的

確に反映されたものとすることができるよう

にする。また、本来の施策対象者ではない収

入超過者に適用される割増家賃に関し、その

自主的退去を促進できるようにする。 

収入超過者に係る

家賃制度の合理化

（H18） 
家賃制度の見直し

（H21） 

一部の既存入居

者については、

収入分位の変動

により家賃負担

増（激変緩和措

置あり） 

 
②補助制度の概要 

公営住宅の整備に関しては、一定の要件を満足することを条件として、国土交通省により建設費補

助及び家賃対策補助の制度が実施されており、ＰＦＩ事業等、民間活力を公営住宅の整備事業に導入

した場合でも、従来の買取方式、借上方式により国庫補助がなされることとされている。 

買取り公営住宅（ＢＴＯ方式、ＢＴ方式）の場合、公営住宅の建替えに際し、事業費の５０％が起

債の対象となり、（起債：公営住宅建設事業債）、同５０％が社会資本整備総合交付金の対象となる。 

③補助要件 

＜公営住宅制度の経緯＞ 

・ 終戦後の昭和 20 年代、空襲による焼失や海外からの

引揚者の需要などを背景として、日本の住宅は未曾有

の住宅難に直面し、各種応急対策の実施にもかかわ

らず勤労者階級の住宅難が深刻な状況にあったこと

から、欧米諸国と同様に、低所得者を対象とする公営

住宅の供給を恒久的な施策として確立し、計画的に推

進する趣旨で昭和 26 年に公営住宅法が制定された。 

・ その後、各種の制度改正を経て公営住宅は全国各地

で整備されてきており、国土交通省の「公営住宅制度

の課題について（H17.5）」によると、公営住宅ストック

は全国で 219 万戸とされている（築後 30 年以上のもの

が 4 割超）。 

・ 公営住宅は住宅セーフティネットの一端として重要な

役割を担っており、低所得者、高齢者、母子世帯等の

多様な社会的弱者や子育て世帯の住宅を確保し、健

康で文化的な生活が営めるよう配慮する必要がある。 
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公営住宅整備事業等補助要領に基づき、100戸以上の公営住宅団地を建替える場合は、保育所等

（保育所又は老人福祉法に定める施設若しくは同法に定める事業の用に供する施設その他の高齢者の生活

支援に資する施設）の併設が補助要件となる。（ただし、当該公営住宅団地の存する地域に保育所等

が十分存する場合などを除く。） 
＜公営住宅整備事業等補助要領（抜粋）＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
２）公営住宅の管理運営に関する法制度上の検討、整理 

公営住宅の管理については、入居者の決定及び公営住宅の明渡し等の公営住宅法に基づく業務

は、事業主体のみが行うことができるものであるため、他の者に業務を行わせることはできない

が、次のような業務については、選定事業者及び指定管理者に行わせることができるとされてい

る。（内閣府民間資金等活用事業推進室「公共施設等の整備等において、民間事業者の行い得る業務範囲」平成

16年６月」より抜粋） 

①公営住宅法上事業主体が行うこととされている業務の補助的な業務 

管理責任や処分権限で民間事業者が行い得る行為（管理責任や処分権限を地方自治体に留保した

上で、予め地方公共団体が設定した基準に従って行われる定型業務） 
・募集案内の作成、申込書の配布 
・入居者決定の通知の発出、家賃の通知、入居手続き事務 等 
 

②事実上の業務 

・公営住宅等の維持管理（メンテナンス、清掃、維持補修・修繕、植栽の管理 等） 
＜参考：公営住宅法の規定による管理・事務行為の概要＞ 

管理事務

の内容 

公営住宅法において事業主体である地方公共団体が行

うこととされている事務 

行政判断が不要な機械的事

務、事実行為の例示 

入居に関

する事務 

○入居者の募集（法第22条第１項） 

○特定入居（法第22条第１項） 

○単身入居が認められない要件の該当性判断のための

調査、市町村への意見の徴求（令第６条第２項・第３

項） 

○入居者の決定、借上げ公営の入居者に対する通知

（法第25条第１項・第２項） 

○募集行為、申込みの受付 

○入居決定等の通知行為 

維持管理

に関する

事務 

○修繕（法第21条） 

○他の用途との併用の承認（法第27条第３項） 

○模様替え、増築の承認（法第27条第４項） 

○修繕行為 

○申請の受付、承認の通知行

為 

○申請の受付、承認の通知行

【公営住宅整備事業等補助要領】 

 第３ 国庫補助対象 
１ （省略） 
２ 国は、公営住宅整備事業のうち、100 戸以上の公営住宅団地の建替えに係るものについ

ては、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、保育所又は老人福祉法に定める施設若

しくは同法に定める事業の用に供する施設その他の高齢者の生活支援に資する施設（以下

「保育所等」という。）を併設する場合に、補助するものとする。 
一 当該公営住宅団地の存する地域において、保育所等が十分に存する場合 
二 敷地条件等から保育所等を併設することが困難な場合 
三 保育所等の設置主体からの併設の希望がない場合 
四 保育所等の併設により公営住宅の適切な管理に支障が生ずる場合 
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為 

同居者の

居住に関

する事務 

○中途同居者の承認（法第27条第５項） 

○入居者の死亡・退去時における同居者の入居承継の

承認（法第27条第６項） 

○申請の受付、承認の通知行

為 

○申請の受付、承認の通知行

為 

 
明渡しに

関する事

務 

①高額所得者に対する明渡しの請求（法第29条第１

項） 

②高額所得者の明渡期限の延長（法第29条第７項） 

③収入超過者に対する他の住宅のあっせん（法第30条

第１項） 

④不正入居者等に対する明渡しの請求（法第32条第１

項） 

⑤借上期間満了に伴う明渡請求の事前通知（法第32条

第５項） 

⑥借上契約終了の場合の借地借家法第34条第１項に基

づく通知（法第32条第６項） 

⑦上記①又は③における収入状況の報告の請求等（法

第34条） 

○請求の通知行為 

○申し出の受付、延長の通知

行為 

○あっせん行為 

○請求の通知行為 

○通知行為 

○通知行為 

 

家賃に関

する事務 
①家賃の決定（法第16条第１項） 

②近傍同種家賃の決定（法第16条第２項） 

③家賃の減免（法第16条第４項） 

④敷金の徴収（法第18条第１項） 

⑤敷金の減免（法第18条第２項） 

⑥家賃又は敷金の徴収猶予（法第19条） 

⑦収入超過者の家賃の決定（法第28条第２項） 

⑧収入超過者の家賃の減免、徴収猶予（法第28条第３

項） 

⑨明け渡さない高額所得者に対する金銭徴収（法第29

条第６項） 

⑩高額所得者の家賃・金銭の減免、徴収猶予（法第29

条第８項） 

⑪明渡請求を受けた不正入居者に対する金銭の徴収

（法第32条第３項） 

⑫家賃滞納者等に対する損害賠償の請求（法第32条第

４項） 

⑬上記①、③、⑤、⑥、⑦、⑧又は⑩における収入状

況の報告の請求等（法第34条） 

○収入の申告の受付 

○決定家賃の通知行為 

○家賃の徴収行為 

○敷金の徴収行為 

○収入の申告の受付 

○決定家賃の通知行為 

○家賃の徴収行為 

○決定金銭の通知行為 

○金銭の徴収行為 

○決定金銭の通知行為 

○金銭の徴収行為 

 

民間への委託が不可能な範囲  公社への委託が可能な範囲  民間への委託が可能な範囲  

 

３）ＰＦＩ法の改正（平成２３年６月１日）を受けた法制度上の検討、整理 

ＰＦＩ法の平成２３年６月の改正により、ＰＦＩ対象施設が拡大され、改正前のＰＦＩ法で「公

営住宅」とされていたものが改正ＰＦＩ法においては｢賃貸住宅｣に変更され、高齢者向けの賃貸住

宅及び特定公共賃貸住宅も含む概念となっている。したがって、ＰＦＩ法の改正により、従来の市

営住宅のみならず高齢者・中所得者向けの賃貸住宅の整備についてもＰＦＩ事業を活用することが

可能となっている。 
また、同改正により、ＰＦＩ施設と高齢者向けの賃貸住宅等の民間収益施設を併せて整備する場

合に、行政財産の貸付けが可能となる民間収益施設の範囲が拡大された。 
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＜改正ＰＦＩ法抜粋＞ 

【ＰＦＩ法】 

（定義） 

第２条 この法律において「公共施設等」とは、次に掲げる施設（設備を含む。）をいう。 

一 道路、鉄道、港湾、空港、河川、公園、水道、下水道、工業用水道等の公共施設  

二 庁舎、宿舎等の公用施設  

三 賃貸住宅及び教育文化施設、廃棄物処理施設、医療施設、社会福祉施設、更生保護施設、駐車

場、地下街等の公益的施設  

四 情報通信施設、熱供給施設、新エネルギー施設、リサイクル施設（廃棄物処理施設を除

く。）、観光施設及び研究施設  

五 船舶、航空機等の輸送施設及び人工衛星（これらの施設の運航に必要な施設を含む。）  

六 前各号に掲げる施設に準ずる施設として政令で定めるもの  

 
第 70 条 前条第１項から第５項までに定めるもののほか、国は、必要があると認めるときは、国有財産

法第 18 条第１項の規定にかかわらず、特定施設（第２条第１項第三号から第五号までに掲げる施設及

び同項第六号の政令で定める施設のうち第三号から第五号までに準ずるものとして政令で定めるものを

いう。以下この条において同じ。）の設置の事業であって、選定事業の実施に資すると認められるもの

（以下この条において「特定民間事業」という。）の用に供するため、行政財産を、その用途又は目的を

妨げない限度において、当該特定民間事業を行う選定事業者に貸し付けることができる。 

 

（２）本事業における検討方針 

本事業においては、ＰＦＩ法に基づかずＤＢ方式、ＤＢＯ方式で実施することに重点をおいて検

討を行う特段の理由が認められないことから、民活手法として、ＰＦＩ（ＢＴＯ方式、ＢＯＴ方式、

ＢＴ方式）を中心として検討を行う。 
 

① 事業期間の検討 

本事業においては、２期に分けて市営住宅整備を行うことが妥当と判断されることから、ＰＦＩ

事業者による設計・協議等着手後、２期市営住宅整備が完了し、既存住棟の解体撤去を終えるまで

の期間を概ね５年と想定した。 
これまでの公営住宅ＰＦＩ事業の先例においても、公営住宅整備が２期にわたる事業も多くみら

れることから、本事業期間設定は妥当な範囲と判断される。 
また、業務範囲に維持管理業務を含める場合には、上記に維持管理期間を加えたものを事業期間

として想定する。 
 

② 施設所有について 

ＰＦＩ方式（ＢＴＯ方式、ＢＯＴ方式、ＢＴ方式）のうち、ＢＴＯ方式、ＢＴ方式については新

市営住宅を市が所有することになり、ＢＯＴ方式の場合については事業期間中、ＰＦＩ事業者が新

市営住宅を所有することになる。 
 

③ 施設整備費、維持管理費の支払方式について 

施設整備費については、前払い、中間払い等の可能性も視野に入れて検討を行うこととし、維持

管理費については、事業期間中の支払いを想定する。 
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④ 業務範囲の検討 

公営住宅ＰＦＩ事業においては、ＰＦＩ事業者の業務として、以下の業務が想定されることから、

これらの業務について民間活力活用手法による事業実施の可否、効果について検討することとした。 

□市営住宅整備業務 

（設計業務（基本設計、実施設計）、既存住宅解体業務、工事監理業務、建設工事業務（付帯施設を

含む）） 

□入居者移転支援業務（本移転支援業務等） 

□維持管理業務 

□余剰地活用業務 
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■公営住宅ＰＦＩ事業 先行事例における事業範囲 
事業名 ＰＦＩによる防府・高井県営

住宅東ブロック整備等事業 
ＰＦＩによる山形県営通町団

地移転建替等事業 
ＰＦＩによる市営新町・中

町・向町住宅建替え事業 
大刀洗町 

定住促進住宅整備事業（仮称） 
徳島県県営住宅集約化ＰＦＩ

事業 
県営住宅今沢団地建替等整備

事業 
大阪府営吹田藤白台住宅 

（第２期）民活プロジェクト 
発注者 山口県 山形県 秋田県大館市 福岡県大刀洗町 徳島県 静岡県 大阪府 
事業方式 ＢＴＯ方式 ＢＴＯ方式 ＢＴＯ方式 ＢＴＯ方式 ＢＯＴ方式 設計・施工・設備保守点検業

務等一括発注方式 
ＢＴ方式 

事業選定

方法 
総合評価一般競争入札方式 総合評価一般競争入札方式 総合評価一般競争入札方式 公募型プロポーザル方式 総合評価一般競争入札方式 総合評価一般競争入札方式 総合評価一般競争入札方式 

実施方針

公表時期 
H17.12 H20.1 H24.3 H26.11 H24.2 H26.8 H26.10 

公営住宅

整備戸数 
136 戸 20 戸 75 戸 27 戸 300 戸 220 戸以上 420 戸 

応募グル

ープ数 
5 グループ 2 グループ 1 グループ 2 グループ（1 グループ辞

退） 
6 グループ 4 グループ 3 グループ 

維持管理

期間 
最大 20 年 

（工期毎で期間が異なる） 
20 年 15 年 30 年 最大 20 年 

（工期毎で期間が異なる） 
10 年 5 年 

事業範囲

など 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業の範囲 
事業の範囲は以下の業務及び

その関連業務とするが、詳細

については、別添資料 2「要

求水準書」を参照のこと。 
(1) 県営住宅整備業務 
①設計に関する業務 
・基本設計 
・実施設計 
②建設に関する業務 
・県営住宅の建設（屋外付帯

施設を含む。） 
③工事監理に関する業務 
・建設に係る工事監理 
④関連整備業務 
・周辺道路の整備（道路整備

を行う上で必要となる一切

の業務を含む。） 
⑤その他の業務 
・地形調査 
・地質調査 
・敷地周辺の供給処理施設

（電気、電話、ガス、上水

道、下水道等）調査及び諸

官庁協議・申請 
・県営住宅用地及び周辺地域

の電波障害調査・対策（建

設中、建設後含む。） 
・地域住宅交付金申請書類等

の作成支援 
・近隣住民への計画説明、調整 
・関係法令等の申請、許認可

の手続き（建築基準法、消

防法等） 
・建設に伴う近隣対応 

事業の範囲 
選定事業者（ＳＰＣ）が実施

する業務（以下「本業務」と

いう。）は以下のとおりとす

る。なお、各業務の具体的な

内容については事業契約書

（案）及び要求水準書におい

て示す。 
(1) 県営住宅の整備業務 
①県営住宅の整備に係る旧米

沢ろう学校寄宿舎の解体撤

去業務及び関連業務 
②県営住宅の整備に係る調査

業務、設計業務及び関連業

務 
③県営住宅の整備に係る建設

業務及び関連業務 
④県営住宅の整備に係る工事

監理業務及び関連業務 
⑤県営住宅の整備に係る個別

的な近隣対応・対策業務及

び関連業務（なお、本事業

を実施することに係る基本

的な近隣対応・対策は県が

行う。） 
⑥県営住宅の整備に係るテレ

ビ電波受信障害調査・対策

業務及び関連業務 
⑦上記各項目に伴う各種申請

等業務及び関連業務 
⑧上記各項目に伴う県の交付

金申請等の支援業務 
⑨県営住宅の引渡しに係る一

切の業務 
 

事業の対象範囲 
本事業の対象範囲は、以下の

通りである。 
(1) 設計業務 
①本住宅等に関する設計業務 
②電波障害調査業務 
③事前調査業務 
④本住宅等整備に伴う各種申

請等に関する業務 
⑤その他、これらの業務を実

施するうえで必要な関連業

務 
(2) 建設・工事監理業務 
①本住宅等に関する建設及び

既存住宅の解体・撤去業務 
②本住宅等に関する工事監理

業務 
③近隣対応・対策（周辺家屋

調査、周辺家屋補償を含

む） 
④電波障害対策業務 
⑤所有権設定に係わる業務 
⑥社会資本整備総合交付金等

の申請関係書類の作成支援

業務 
⑦その他、これらの業務を実

施するうえで必要な関連業

務 
(3) 維持管理業務 
①建築物保守管理業務 
②建築設備保守管理業務 
③長期修繕計画作成業務 
④その他、これらの業務を実

施するうえで必要な関連業 

業務の範囲 
(1) 本施設の整備 
①本施設の整備に係る調査・

設計業務及び関連業務 
②本施設の整備に係る建設業

務及び関連業務 
③本施設の整備に係る工事監

理業務及び関連業務 
④本施設の整備に係る近隣対

応・対策業務及び関連業務 
⑤本施設の整備に係るテレビ

電波受信障害調査・対策業

務及び関連業務 
⑥上記各項目に伴う各種申請

等業務 
⑦上記各項目に伴う各種申請

等業務 
⑧本施設の引渡しに係る一切

の業務 
(2) 本施設の維持管理 
①本施設の維持管理に係る昇

降機点検保守管理業務 
②本施設の維持管理に係る消

防設備等及び建築設備保守

管理業務 
③本施設の維持管理に係る受

水槽清掃業務 
④本施設の維持管理に係るテ

レビ電波受信障害対策施設

保守管理業務 
⑤本施設の維持管理に係る緊

急通報システム点検保守管

理業務 
⑥上記各項目に伴う各種申請 

事業の範囲 
県営住宅整備等事業 
(1) 県営住宅整備業務 
①事前調査業務 
②設計に関する業務 
③解体撤去に関する業務 
④建設に関する業務 
⑤工事監理に関する業務 
⑥近隣対応対策 
⑦その他の業務 
⑧その他上記業務を実施する

上で必要となる関連業務 
(2) 移転支援業務 
①入居申込書受付業務 
②住戸抽選会の実施及び入居

者決定業務の支援業務 
③入居手続き及び移転確認業務 
(3) 県営住宅維持管理業務 
①県営住宅の入居者の募集に

関する業務 
②県営住宅の家賃に関する業務 
③入居者の保管義務に関する

業務 
④県営住宅の維持修繕に関す

る業務 
⑤県営住宅の保守点検管理に

関する業務 
⑥県営住宅の駐車場管理に関

する業務 
⑦県営住宅の退去に関する業務 
⑧収入超過者及び高額所得者

に関する業務 
⑨不適正入居者に関する指導

業務 

業務の範囲 
(1) 本施設の整備 
①本施設の整備に係る既存住

棟及びその附帯施設等の解

体撤去業務及び関連業務 
②本施設の整備に係る調査・

設計業務全般（基本設計及

び実施設計）及び関連業務 
③本施設の整備に係る建設業

務及び関連業務 
④本施設の整備に係る工事監

理業務及び関連業務 
⑤本施設の整備に係る地元説

明等近隣対応・対策業務及

び関連業務 
⑥本施設の整備に係るテレビ

電波受信障害調査・対策業

務及び関連業務 
⑦上記各項目に伴う各種申請

等業務 
⑧上記各項目に伴う県の交付

金申請手続き等の支援業務 
※入居者の移転に伴う業務は

県が実施 
(2) 本施設の維持管理 
①本施設の維持管理に係る昇

降機点検保守管理業務 
②本施設の維持管理に係る消

防設備等及び建築設備保守

管理業務 
③本施設の維持管理に係るテ

レビ電波受信障害対策施設

保守管理業務 
④上記各項目に伴う各種申請

等業務及び関連業務 

事業の概要 
民活事業者が行う主な業務は

次のとおりである。 
(1) 事業計画の策定 
(2) 府営住宅整備業務 
①事前調査（地質調査、測量

調査、周辺家屋調査、電波

障害調査等） 
②設計（基本設計・実施設

計） 
③必要な許認可及び建築確認

の手続き 
④既存住宅の解体撤去工事 
⑤建設工事（附帯施設、屋外

工作物その他外構工事を含

む） 
⑥工事監理 
⑦設計住宅性能評価の取得 
⑧建設住宅性能評価の取得 
⑨化学物質の室内濃度測定 
⑩事後調査（周辺家屋調査

等） 
⑪事後対策（周辺家屋補償

等、電波障害対策工事等） 
⑫事業用地の分筆（建替住宅

用地と活用用地に分筆） 
⑬建替住宅の引渡し及び所有

権の移転 
⑭余剰地区域閉鎖業務 
⑮確定地形測量（道路等の公

共施設の市への移管資料作

成を含む） 
⑯地元説明等近隣対策 
⑰地域居住機能再生推進事業

補助金等、補助金等申請関  
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事業名 ＰＦＩによる防府・高井県営

住宅東ブロック整備等事業 
ＰＦＩによる山形県営通町団

地移転建替等事業 
ＰＦＩによる市営新町・中

町・向町住宅建替え事業 
大刀洗町 

定住促進住宅整備事業（仮称） 
徳島県県営住宅集約化ＰＦＩ

事業 
県営住宅今沢団地建替等整備

事業 
大阪府営吹田藤白台住宅 

（第２期）民活プロジェクト 
事業範囲

など 
 

・室内空気中化学物質濃度調

査 
⑥その他上記業務を実施する

上で必要となる関連業務 
(2) 県営住宅維持管理業務 
①エレベータ保守管理業務 
②消防設備等保守管理業務 
(3) 付帯事業 
①付帯事業の事業形態 
②付帯事業の業種 
(ｱ) 社会福祉施設等 
(ｲ) 店舗 
(ｳ) 事務所 
(ｴ) 住宅（住宅用地としての

分譲も含む。） 
(ｵ) 駐車場 
(ｶ) その他、地域の活性化や

住民の利便性向上に資す

る施設 
※提案不可事業 
・建築基準法（昭和 25 年法

律第 201 号）別表第 2
（ほ）項に掲げる建築物に

よる事業 
・風俗営業等の規制及び業務

の適正化等に関する法律

（昭和 23 年法律第 122
号）第 2 条に規定する営業

に該当する事業 
・墓地、納骨堂、火葬場 
その他、公序良俗に反する

事業又は周辺環境を著しく

乱す恐れのある事業 

⑩県営住宅の維持管理に係る

消防設備及び建築設備点検

保守管理業務 
⑪県営住宅の維持管理に係る

給水設備清掃業務 
⑫県営住宅の維持管理に係る

テレビ電波受信障害対策施

設点検保守管理業務 
⑬県営住宅の維持管理に係る

水道施設点検保守管理業務 
⑤上記各項目に伴う各種申請

等業務及び関連業務 
※上記以外の維持管理業務

は、県又は入居者が自ら行

い、本業務の対象外であ

る。詳細については、要求

水準書において示す。 
(3) 県営通町団地の解体撤去

業務 
①県営通町団地の解体撤去に

係る調査業務、設計業務及

び関連業務 
②県営通町団地の解体撤去に

係る解体撤去業務及び関連

業務 
③県営通町団地の解体撤去に

係る個別的な近隣対応・対

策業務及び関連業務 
（なお、本事業を実施する

ことに係る基本的な近隣対

応・対策は県が行う。） 
④上記各項目に伴う各種申請

等業務及び関連業務 
⑤上記各項目に伴う県の交付

金申請手続等の支援業務 
⑥県営通町団地の敷地の明渡

しに係る一切の業務  

務 
 

⑦本施設の維持管理に係る共

用部・敷地内清掃業務 
⑧本施設の維持管理に係る警

備業務 
⑨本施設の維持管理に係る植

栽・外構・駐車場施設管理

業務 
⑩本施設の居住者の移転に係

る現状復旧業務 
⑪本施設の維持管理に係る修

繕業務（大規模修繕を除

く。ただし、大規模修繕計

画立案業務・見積業務は含

む。） 
⑫本施設の入居者募集の宣伝

業務 
⑬本施設の敷金・家賃等の徴

収・町への納入業務 
⑭上記各項目に伴う町の交付 

金申請手続き等の支援業務 

⑩法律・条令等の改正に関す

る業務 
⑪引渡し時に関する業務 
⑫その他県営住宅の管理運営

に関する業務 
 

⑤長期修繕計画の作成及び関

連業務 
※上記以外の維持管理業務及

び修繕業務は、県又は入居

者が実施 

係書類の作成支援業務 
⑱会計実地検査の支援業務 
⑲モデルルームの設置業務 
⑳家賃算定資料の作成 
○21 公有財産台帳登録資料の作

成 
○22 その他上記業務を実施する

上で、必要な関連業務 
(3) 入居者移転支援業務 
①本移転支援業務 
②退去者支援業務 
③府が国へ申請する地域居住

機能再生推進事業補助金

等、補助金申請関係書類の

作成支援業務 
③会計実地検査の支援業務 
④その他上記業務を実施する

上で、必要な関連業務 
(4) 用地活用業務 
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３－１．各種リスクの抽出及びリスク分担案 

（１）リスク分担の基本的考え方 

ＰＦＩ事業では、想定されるリスクを可能な限り明確化した上で、「リスクを最も適切に管理でき

る主体が分担する。」という考え方に基づきリスク分担を考える。それによってＶＦＭの実現が可

能とされる。 
従来方式では公共が全て担っていたリスクを、ＰＦＩ事業では民間事業者による負担が望ましい

ものを移転することにより、リスク管理のコストの最小化が図られる。 
但し、民間事業者への過度なリスク移転は、かえってＶＦＭ向上に繋がらない。発生確率や金銭

的な損害の影響が非常に曖昧なリスクは、民間事業者にとっても管理が困難である場合がある。こ

のような場合、民間事業者は割高なリスクプレミアムを入札価格に上乗せすることになり、かえっ

てコスト高になる。また、あまりに過大にリスクを民間事業の分担とした場合、事業参加者の減少

を招き競争性を失うことや、事業そのものが成立しないこともある。 
このため、リスク分担はリスクを最適に管理できるものが分担することを基本に、官民双方につ

いて十分な検討が重要となる。 
 

（２） リスク分担案 

本事業で想定される業務範囲について一般的と考えられるリスク分担は次表のとおりとなる。詳

細は、実施方針及び特定事業契約書案の作成段階で検討する必要があり、その結果、一部リスク分

担の内容が変更となる可能性がある。 
 

＜リスク分担表（案）＞  ※ ○：リスクの負担者又は、主たるリスクの負担者 △：従たるリスクの負担者 
【事業全体共通】  

段

階 
リスクの種類 No リスクの内容 

負担者 

市 事業者 

共

通 

提供した 

情報リスク 
1 入札説明書等の記載内容の誤り及び変更に関するもの ○  

契約リスク 

2 議会の議決を得られないことによる契約締結の遅延・中止 
○ 

（注 1） 

○ 

（注 1） 

3 上記以外の市の事由による契約締結の遅延・中止 ○  

4 事業者（落札者）の事由による契約締結の遅延・中止  ○ 

応募リスク 5 応募費用に関するもの  ○ 

制
度
関
連
リ
ス
ク 

政治・行政 

リスク 
6 

本事業に直接的影響を及ぼす市に関わる政策の変更・中

断・中止 
○  

法制度 

リスク 

7 事業に直接関係する根拠法令変更、新たな規制法の成立 ○  

8 上記以外の法令の変更  ○ 
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段

階 
リスクの種類 No リスクの内容 

負担者 

市 事業者 

共

通 

（
制
度
関
連
リ
ス
ク
） 

許認可 

リスク 

9 
事業者の必要な許認可の取得が遅延又は取得できなかっ

た場合 
 ○ 

10 市の事由による事業者の許認可取得遅延 ○  

税制度 

リスク 

11 消費税の範囲変更及び税率変更に関するもの ○  

12 法人の利益や運営に係る税制の新設・変更  ○ 

13 
建物所有に関する税制の新設・変更に関するもの（建替後

の市営住宅の市への所有権移転前） 
 ○ 

14 事業に直接的影響を及ぼす税制の新設･変更に関するもの ○  

15 上記以外の法人税の新設・変更に関するもの  ○ 

社
会
リ
ス
ク 

住民対応 

リスク 

16 入札説明書等に記載されている範囲のもの ○  

17 提案内容に係るもの  ○ 

第三者賠償

リスク 
18 業務の実施に起因して第三者に及ぼした損害  ○ 

環境問題 

リスク 
19 

調査・工事による騒音・振動・地盤沈下・地下水の断絶、

大気汚染、水質汚染、臭気、電波障害等に関する対応 
 ○ 

債務不履行 

リスク 

20 市の債務不履行による中断・中止 ○  

21 事業者の債務不履行による中断・中止  ○ 

不可抗力 

リスク 
22 

天災、暴動等自然的又は人為的な事象のうち、通常の予見

可能な範囲を超えるもの 
○ 

△ 

（注 2） 

経
済
リ
ス
ク 

資金調達 

リスク 
23 事業の実施に必要な資金調達・確保  ○ 

金利 

リスク 
24 金利変動  ○ 

物価 

リスク 
25 インフレ・デフレ 

○ 

（注 3） 

○ 

（注 3） 

注１）協議による。 

注２）不可抗力による損害のうち一定割合（１％等）を事業者が負担し、事業者負担を超える部分は市が負

担することを想定 

注３）物価変動リスクによる施設整備費、維持管理費の増減について、一定割合を超える部分について事前

に定めた方法により見直しを行うことを想定 
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【市営住宅整備業務関連】 

段

階 
リスクの種類 No リスクの内容 

負担者 

市 事業者 

市

営

住

宅

整

備 

発注者責任 

リスク 

26 市の指示の不備、変更による工事請負内容の変更 ○  

27 事業者の指示・判断の不備、変更による工事請負契約の変更  ○ 

測量・調査 

リスク 

28 市が実施した測量・調査に関するもの ○  

29 事業者が実施した測量・調査に関するもの  ○ 

30 
地質障害、地中障害物及び埋蔵文化財の発見により新た

に必要となった測量・調査に関するもの 
○  

設計変更 

リスク 

31 市の提示条件・指示の不備、変更に関するもの ○  

32 事業者の提案内容、指示、判断の不備によるもの  ○ 

33 事業者側の開発の影響によるもの  ○ 

用地の確保 

リスク 

34 事業用地の確保に関するもの ○  

35 
事業用地以外で事業に必要な、進入路や資材置き場等の確

保に関するもの 
 ○ 

用地の瑕疵 

リスク 

36 
市が事前に把握し、公表した文化財調査又は土壌汚染調査

資料により、予見できることに関するもの 
 ○ 

37 
上記資料により、予見できない文化財、土壌汚染に関する

もの 
○  

38 
上記以外の地質障害・地中障害物その他の予見できないこ

とに関するもの 
○  

工期変更 

（工事遅延） 

リスク 

39 
市の指示及び市の責めに帰すべき事由による工期変更、引

渡し遅延 
○  

40 事業者の責めに帰すべき事由による工期変更、引渡し遅延  ○ 

建設コスト 

（工事費増大） 

リスク 

41 市の指示及び市の責めに帰すべき事由による工事費の増大 ○  

42 上記以外の事業者の責に帰すべき事由による工事費の増大  ○ 

建設物価変動 

リスク 
43 建設物価の価格変動に関するもの 

○ 

（注 4） 

○ 

（注 4） 

工事監理 

リスク 
44 工事監理の不備によるもの  ○ 

住民対応 

リスク 
45 

建設に伴い発生した周辺環境等の変化に係る苦情処理に

関するもの 
 ○ 

注４）協議による。スライド条項等の設定も想定される。 
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段

階 
リスクの種類 No リスクの内容 

負担者 

市 事業者 

市

営

住

宅

整

備 

警備リスク 46 
設備・原材料の盗難・損傷により費用増加及び遅延が生じ

たもの 
 ○ 

第三者の使用に 

伴うリスク 

要求水準未達成 

リスク 

47 請負人の使用に関するもの  ○ 

48 
施設完成後、市による検査で発見された要求水準の不適

格・施工不良に関するもの 
 ○ 

支払遅延・不能 

リスク 

施設損傷リスク 

瑕疵担保リスク 

49 市営住宅整備費の支払の遅延・不能に関するもの ○  

50 引渡し前に工事目的物や材料などに生じた損傷  ○ 

51 
瑕疵担保期間中に発見された瑕疵又は施設の隠れた瑕疵

の担保責任 
 ○ 

工事の中止 

リスク 

安全管理リスク 

52 市の指示による工事の中止 ○  

53 事業者の責めに帰すべき事由による工事中止  ○ 

54 
建設工事中に事故や第三者への損害が生じ、費用増加及び

遅延が生じたもの 
 ○ 

 

【入居者移転支援業務関連】   

段

階 
リスクの種類 No リスクの内容 

負担者 

市 事業者 

入
居
者
移
転
支
援 

入居者の要望、 

苦情リスク 

55 事業者の業務に関するもの  ○ 

56 上記以外のもの ○  

個人情報管理 

リスク 

57 事業者の管理する個人情報に関するもの  ○ 

58 上記以外のもの ○  

仮住居の不足 

リスク 
59 物件提示数の不足  ○ 

仮駐車場の不足 

リスク 
60 物件提示数の不足  ○ 

要求水準未達成 

リスク 
61 

事業者が行う入居者移転支援業務が要求水準に達してい

ない場合 
 ○ 

期間変更 

リスク 

62 入居者の事由による業務期間の変更、事業終了の遅延 ○  

63 
市の指示及び市の責めに帰すべき事由による業務期間の

変更、事業終了の遅延 
○  

64 事業者の事由による業務期間の変更、事業終了の遅延  ○ 
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段

階 
リスクの種類 No リスクの内容 

負担者 

市 事業者 

 

費用増大 

リスク 

65 
入居者の事由による入居者移転支援業務に要する費用の

増大 
○  

66 
市の指示及び市の責めに帰すべき事由による入居者移転

支援業務に要する費用の増大 
○  

67 
事業者の事由による入居者移転支援業務に要する費用の

増大 
 ○ 

 

【維持管理業務関連】 

注５）協議による。 

 
 
 
 
 

段

階 
リスクの種類 No リスクの内容 

負担者 

市 事業者 

維

持

管

理 

業務開始遅延 

リスク 

68 
市の責めに帰すべき事由による維持管理業務の開始遅延に関す

るもの 
○  

69 
事業者の責めに帰すべき事由による維持管理業務の開始遅延に

関するもの 
 ○ 

要求性能未達 

リスク 
70 

事業者の行う維持管理業務の内容が契約書に定める水準に達し

ない場合 
 ○ 

維持管理費増大

リスク 

71 
市側の指示以外の要因により維持管理費が増大する場合（除く物

価・金利変動） 
○  

72 
入居者の事由による維持管理費の増大に関するもの（入居者の通

常の使用によるものを除く） 
 ○ 

73 第三者の事由による維持管理費の増大に関するもの ○ ○ 

維持管理費物価 

変動リスク 
74 維持管理費の価格変動に関するもの 

○ 

（注 5） 

○ 

（注 5） 

瑕疵損傷リスク 

75 
対象施設の劣化に対して事業者が適切な維持管理業務を実施し

なかったことに起因する施設の損傷 
 ○ 

76 事故・火災による施設の損傷（市の責めによるもの） ○  

77 事故・火災による施設の損傷（事業者の責めによるもの）  ○ 

78 事故・火災による施設の損傷（第三者の責めによるもの） ○ ○ 

技術進歩リスク 79 技術進歩により維持管理業務の内容が変更される場合 ○ ○ 
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【余剰地活用業務関連】 
段

階 
リスクの種類 No リスクの内容 

負担者 

市 事業者 

余

剰

地

活

用 

価格変動リスク 80 余剰地の価格変動に関するもの  ○ 

支払遅延・不能 

リスク 
81 余剰地の取得費用の支払遅延・不能に関するもの  ○ 

用地の瑕疵 

リスク 
82 

市が事前に把握し、公表した文化財調査又は土壌汚染調査

資料により、予見できることに関するもの 
 ○ 

上記資料により、予見できない文化財、土壌汚染に関する

もの 

○ 

（注 6） 

△ 

（注 6） 

上記以外の地質障害・地中障害物その他の予見できないこ

とに関するもの 

○ 

（注 6） 

△ 

（注 6） 

注６）協議による。 
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３－２．適切な官民負担の検討 

本事業では、ＰＦＩ事業者の業務として、市営住宅整備（設計監理、既存住宅解体等を含む）、入居

者移転支援業務、維持管理業務、余剰地活用業務が想定される。それぞれの業務について、市とＰＦＩ

事業者の役割分担の検討を行う。 
なお、官民負担の詳細については、実施方針及び要求水準書案の作成段階で検討する必要があり、そ

の結果、一部の官民負担の内容が変更となる可能性がある。 
 

（１）市営住宅整備業務 

・民間事業者が設計から施工までを一括して行うことにより、一貫した責任施工体制が取れるため、

民間のノウハウを活用した良質な市営住宅の整備や工期短縮による早期供用開始が期待できる。 
・また、住戸間取について民間事業者の提案を積極的に求めることにより、高齢入居者や子育て世

帯に配慮した住戸の提案や、将来の入居者層の変化等を見据え、間取り変更を柔軟に行える提案

等、民間事業者のノウハウの活用が可能となる。 
・これまでの公営住宅ＰＦＩ事業では、公営住宅整備に必要となる事前調査から設計、施工・工事

監理等に至るまでの全ての業務を業務範囲としてきており、民間事業者の立場からもこれら全て

の業務を実施することに対する抵抗感は特にない。 
・したがって本事業でも必要となる業務は全て含める方向で検討を行う。 

 

参考：大阪府営吹田藤白台住宅（第 2期）事業における府営住宅整備業務に関する業務項目 

ア 事前調査（地質調査、測量調査、周辺家屋調査、電波障害調査等） 
イ 設計（基本設計・実施設計） 
ウ 必要な許認可及び建築確認等の手続（施設整備に必要な関係機関等との協議並びに申請等の

手続） 
エ 既存住宅の解体撤去工事（附帯施設を含む） 
オ 建設工事（附帯施設、屋外工作物その他外構工事を含む） 
カ 工事監理 
キ 設計住宅性能評価の取得 
ク 建設住宅性能評価の取得 
ケ 化学物質の室内濃度測定 
コ 事後調査（周辺家屋調査等） 
サ 事後対策（周辺家屋補償等、電波障害対策工事等）  
シ 事業用地の分筆（建替住宅用地と活用用地に分筆） 
ス 建替住宅の引渡し及び所有権の移転 
セ 余剰地区域閉鎖業務 
ソ 確定地形測量（道路等の公共施設の市への移管資料作成を含む） 
タ 地元説明等近隣対策（府営住宅入居者を含む） 
チ 地域居住機能再生推進事業補助金等、補助金申請関係書類の作成支援業務 
ツ 会計実地検査の支援業務 
テ モデルルームの設置 
ト 家賃算定資料の作成 
ナ 公有財産台帳登録資料の作成 
ニ その他上記業務を実施する上で、必要な関連業務 
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【官民負担】 

 項目 
役割分担 

留意点 
市 民間 

1.調査業務 

 

1.敷地測量調査 

敷地全体 ○  計画検討に必要なため市が実施 

余剰地等、敷地分割が生じる場合  ○  

2.地質調査 
計画に最低限必要な調査 ○   

事業実施に必要な調査  ○  

3.電波障害調査 - ○  

4.土壌汚染調査 

事前調査が必要なもの 

（土地利用履歴調査） 
○   

事業実施に必要な調査  ○  

5.文化財調査 
事前調査が必要なもの ○   

事業実施に必要な調査  ○  

2.設計業務 

 1.基本設計 - ○  

2.実施設計 - ○  

3.監理業務 

 
1.工事監理業務 

工事監理業務  ○  

業績監視 ○   

4.建設業務 

 1.既存住宅解体 - ○  

2.市営住宅建設 - ○  

 

（２）入居者移転支援業務 

・入居者の仮移転、本移転業務については、民間事業者を活用することにより事務経費の削減が期

待される。また、民間事業者のネットワークの活用により仮移転日、本移転日の調整等、効率的

な入居者の移転が可能になるとともに、移転に際しての高齢者等の負担軽減など質の向上も期待

される。 
・さらに、これまで市が行ってきた業務の民間への開放により、民間事業者に新たなビジネスチャ

ンスを提供することになり、これらの業務は主として地元企業が担う例が多いことからも、経済

の活性化という間接的な効果も期待できる。 
・ただし、入居者に関連するリスクについては、市の一定の関与が必要となる場面も想定されるた

め、民間事業者へのヒアリング等を通じて慎重に判断する必要がある。 
・なお、入居者移転支援業務単体を実施する事業者が少ない場合には、応募企業グループの組成に

支障が生じ、競争環境に悪影響を及ぼす可能性についても留意が必要であり、今後、事業化の検

討の段階で民間事業者の意向も見極めながら、業務範囲に含めることの可否について検討してい

くことが必要となる。 
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【官民負担】 

 項目 
役割分担 

留意点 
市 民間 

移転支援業務 

 

1.仮移転に関す

る業務 

移転に関する住民説明 ○   

仮移転先（仮住戸、仮駐車

場）の確保等 
   

2.賃貸借契約等

に関する業務 

賃貸条件設定 ○  賃貸条件等は明示が必要 

賃貸借契約 ○ ○ 
必要に応じ、市、入居者、民間事業者の３者

契約を想定 

3.本移転に関す

る業務 

移転に関する住民説明 ○   

本移転支援業務（引越業

者斡旋、引越日程調整等） 
 ○  

 
（３）市営住宅維持管理業務 

・維持管理業務については、基本的に民間事業者の知識や技術に期待できるところであるが、大規

模修繕や空室修繕については、修繕の判断や実施頻度によって業務内容が大きく左右されるため、

実施に当たって現在の実施状況を踏まえた、より詳細な検討が必要となる。 
・入居者管理業務については、ＰＦＩ事業の先例において事業範囲としているものは多くはない。

しかし、近年、指定管理者制度による民間活力導入が数多く実施されており、民間事業者の知識

や技術の活用は十分に期待できる。 

【官民負担】 

 項目 
役割分担 

留意点 
市 民間 

1.維持管理業務 

 1.修繕に関する業務 - ○  

 1.一般修繕に係る設計・施工、発注、監督、検査 

2.空室修繕 

3.模様替え・増築承認願 

  軽微な経常修繕 

転居リスクの区分 

事務補助 

2.保守点検に関する業務 - ○  

 1.市営住宅等の保守点検管理 

2.共益費に関する指導等 

  
 

3.大規模修繕に関する業務 - ○ 計画的に実施される修繕・更新業務 

注）維持管理業務全般については、実務は事業者が実施し、市は業績監視を実施  
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2.入居者管理業務 

 1.入居者募集に関する業務 - ○  

 1.募集計画 

2.入居業務 

  
 

2.家賃に関する業務 - ○  

 1.家賃決定に要する収入調査 

2.家賃の決定 

3.家賃の減免・徴収猶予事務 

4.家賃の徴収 

5.家賃滞納整理事務 

  

 

3.入居者の保管義務に関する業務    

 1.市営住宅等に係る届出、承認 

2.入居者等の保管義務違反 

  
 

4.入居者の退去に関する業務 - ○  

5.収入超過者及び高額所得者に関する業務 - ○  

6.法律・条例の改正に関する業務 - ○  

7.その他業務 - ○  

 1.苦情処理に関する業務 

2.管理人に関する業務 

3.住宅管理システムに関する業務 

4.その他 

  

 

注）入居者管理業務全般については、実務は事業者が実施し、市は入居者募集に関する計画決定、

及びその他業務の確認・決済を実施 

 

（４）余剰地活用業務 

・つつじが丘団地、向野団地建替えにより生じる余剰地の活用・処分等業務をＰＦＩ事業に含める

ことで、業務の効率化や財政的メリットを図ることが、事業実施目的となり、事業の主な役割は

民間事業者が担う。その場合に市における留意点を以下に整理する。 
≪留意点≫ 

□余剰地の選択、建替事業のマイナス要因とならない配慮。 

□売却のみとするか、借地による活用も認めるか。 

□活用方法、利用方法についてどの程度の制限を加えるか。 

□妥当な売却価格、若しくは、借地料の設定。 

□買い戻し特約等の制約事項の設定。 

・上記留意点については、入札説明書、要求水準書、落札者決定基準等と関連する項目も多く、今

後、事業化の検討の段階において民間事業者の意向も見極めながら、検討していくことが必要と

なる。 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

４．民間企業の意向調査 
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４－１．民間ヒアリングの実施 

（１）民間企業の意向調査 

建設事業者（市外建設事業者、市内建設事業者）、維持管理事業者、余剰地開発事業者を対象とし

て、本事業についての参画意欲の程度、コスト削減率の検証、想定事業スキームへの意見聴取等を

目的としてヒアリングを行い、以下の結果を得た。 

 

①意向調査の方法 

・ 調査時期：平成２９年１２月～平成３０年２月 
・ 調査対象：市外建設事業者 ４社（有効回答４社） 

市内建設事業者 ３社（有効回答３社） 
維持管理事業者  ３社（有効回答３社） 
余剰地開発事業者  ４社（有効回答３社） 

 
・ 調査方法：各事業者との電話でのヒアリング実施申し入れ、面談等による。 
・ 調査項目 

＜建設事業者＞（※市外、市内共通） 
Ｑ１）本事業への参加意欲 
Ｑ２）事業手法についての考え方 
Ｑ３）業務範囲についての考え方 
Ｑ４）ＶＦＭの可能性（コスト削減の可能性）についての考え方 
Ｑ５）建設費の動向について 
Ｑ６）本事業において想定される工期、概算工事費について 
Ｑ７）ＰＦＩ事業における評価方法についての考え方 
Ｑ８）リスク分担についての考え方 
Ｑ９）公営住宅の施工実績について 
Ｑ10）その他（自由意見） 

＜維持管理事業者＞ 
Ｑ１）本事業への参加意欲 
Ｑ２）事業手法（ＰＦＩ（ＢＴＯ、ＢＯＴ））についての考え方 
Ｑ３）業務範囲についての考え方 
Ｑ４）維持管理運営業務において想定される公営住宅固有の課題 
Ｑ５）ＶＦＭの可能性（コスト削減の可能性）についての考え方 
Ｑ６）リスク分担についての考え方 
Ｑ７）公営住宅の維持管理運営に関する業務実績について 
Ｑ８）その他（自由意見） 

＜余剰地開発事業者＞ 
Ｑ１）本事業への参加意欲、余剰地の立地について 
Ｑ２）事業方式、事業参加形態についての考え方 
Ｑ３）余剰地の位置、規模についての考え方 
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Ｑ４）余剰地において想定される土地利用方法 
Ｑ５）利便施設、福祉施設の導入の可能性について 
Ｑ６）余剰地の価格水準等 
Ｑ７）つつじが丘地区、向野地区の不動産市況について 
Ｑ８）その他（自由意見） 

 

②意向調査まとめ 

●市外建設事業者 

Ｑ１）本事業への参加意欲 

 回答のあった４社のうち３社が参画意欲を示している。残り１社は最終的な条件等により参加

の意思決定を行うという意見であった。 
 参加については、事業内容やリスク負担、予定価格等に加え、社内状況等を踏まえ総合的に判断

するといった事業者もいる。 
 

Ｑ２）事業手法（ＰＦＩ（ＢＴ、ＢＯＴ、ＢＴＯ方式））について 

 回答のあった４社が、ＢＴ方式が望ましいとしている。手離れがよい、事業規模から管理経費な

どにスケールメリットが働かないといった理由を挙げている。 
 

Ｑ３）業務範囲についての考え方 

業務範囲については、特に入居者移転支援業務、維持管理業務と余剰地活用業務を業務範囲に含

めることした場合の事業参画意欲に与える影響について意見を求めた。 
【入居者移転支援業務】 

業務範囲に含めることについて特に異論はなかったが、うち１社は以下のとおりの条件を挙げて

いる。 
 仮移転先は公的な住宅を行政側で準備してもらう方が、参入が容易になる。 

 移転先家賃や移転料の費用等を入札価格に含めることは「不適」である。仮に入札価格に含

めた場合、事業者にとって先行投資が必要となり、もし金融機関からの借り入れが困難とな

った場合には事業者自らが資金調達を行うことになってしまう。更に現状では詳細が不明な

ため、仮移転先家賃等の回収方法にも懸念が残る。過分な投資や回収のリスク負担が必要な

事業であれば、参入意欲を大きく損なうことに繋がる。 

【維持管理業務】 
各社とも難色を示しており、その理由は以下のとおりであった。 
 地元企業による業務委託や指定管理制度を活用することが最も効率的で地元の活性化にも

繋がる 

 行政と事業者のリスク負担が不明確となりやすく、含まれる場合は事業参加意欲が低下する

可能性が生じる。 

【余剰地活用業務】 
１社が難色を示しており、その理由として以下が挙げられている。 
 コンソーシアムを組む企業数が増えると、組成が難しくなり参画に影響が出る可能性がある。 
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以上のほか、入居者移転支援業務、維持管理業務の参加要件に関して、公営住宅での実績に限定

すると参加企業が限定される事になるので、民間の類似業務を含めた条件設定を希望するという事

業者も見られた。 
 

Ｑ４）ＶＦＭの可能性（コスト縮減の可能性）についての考え方 

各社ともに、コスト削減の可能性ありと想定している。 
なお、各社におけるコスト削減可能性の理由は以下のとおりであった。 
 建替事業を伴うＰＦＩにおいては、民間の創意工夫による効率的な建築計画や移転支援業

務を計画することで、直接建設案件と比較しても全体的なコスト削減を行えると考えてい

る。 
 建築工事においては、建替建築戸数が多くなるほど、スケールメリットが働く為コストの

圧縮に繋がる。 
 過去の事例から、設計施工により合理的な設計を行うことで少なくとも５％程度のコスト

縮減は見込めると考えるが、縮減率はＰＳＣの算出根拠や算出時期によるところが大きい。 
 本事業は、一期建設工事～仮移転～解体工事～開発工事～二期建設工事～本移転と想定さ

れる中で、最も効率が良く工期短縮及びコスト低減が図れると思う。 
 市が行うモニタリングの量にもよるが、１０％を目標として実施可能。 
 

Ｑ５）建設費の動向について 

・ 建設費については、資材費、労務費の値上がり等を理由に２社が上昇傾向にあるとしている。 
・ １社は、ピークは過ぎ、一旦落ち着いているが引き続き職人の確保が難しい状況が続いており、

オリンピック需要以降まではその状況が続くと思われると回答している。 
・ 建設企業のリスクを少しでも減らすために、建築物価指数や直接建設同様のスライド条項等の

項目を建設工事費デフレーターに補正させることが可能となる検討をお願いしたいとする意見

もあった。 
 

Ｑ６）本事業において想定される工期、概算工事費について 

規模・階数によって変動する為、具体的な計画図を作成しないと算出できないという前提はある

が、想定される工期や概算工事費は以下のとおりであった。 
 想定する工期については、２３ヶ月～４２ヶ月と幅がある。 
 １０階建１００戸程度の建替住宅の場合、建設工事の工期で約１７ヵ月程度となる。 
 概算工事費については、２７億円台とする事業者が２社あった。 
 

Ｑ７）ＰＦＩ事業における評価方法についての考え方 

ＰＦＩ事業への参画を検討するにあたり、事業者選定方法についての要望、意見を求めた。定性

評価と定量評価の点数配分については、定性点にウエイトを高くすることを希望する回答が２社あ

った。 

なお、評価方法に対する意見は以下のような回答があった。 

 地域コミュニティ活性化の提案や景観、周辺環境への配慮での評価点を大きくし、定性点

のウエイトを高くする検討をお願いしたい。 
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 提案重視の評価基準とし定性評価：定量評価＝８：２程度としてほしい。 
 地域経済優先の評価配分にバランスが欠いていると参加意欲に変化が生ずる可能性がある。 
 ＰＦＩ事業の施工実績を加点対象とすべきである。 
 

Ｑ８）リスク分担についての考え方 

民間事業者の立場として、負担困難なリスク担分担等について意見を求めた。 
・ インフラ関係のコストＵＰや役所指導による変更も契約変更の対象としてほしい。 
・ 建設企業の物価変動リスクを考慮してほしい。 
・ 設計・建設期間中の物価変動リスクを市側での負担とお願いしたい。 
・ 開業遅延リスクについて、土地の瑕疵や想定困難な残置物等の事業者側でカバーしきれない要

因によるものは、市側の負担としていただきたい 
・ 入居者移転支援業務にあたっては、京都市八条市営住宅団地再生事業でのリスク分担が適切と

考える。 
・ 施工にあたっては、土地の瑕疵（地中障害物等予期せぬ又は不明確な部分）は行政の負担と願

う。 
・ 既存図面に記載のない地中構築物・地中障害・土壌汚染・アスベストの調査／撤去費用は市の負

担としていただきたい。 
 

Ｑ９）公営住宅の施工実績について 

・ 各社ともに府営住宅、市営住宅について多数の実績を有している。 

 

Ｑ10）その他（自由意見） 

以下の意見があった。 
 単純な価格競争ではなく、提案内容を加味した評価方法の採用をお願いしたい。 
 予定価格の公表をお願いしたい。 
 本件参加要件が地元業者との共同企業体結成となると、参加意欲は減衰するとの考えであ

る（一部工事を地元業者に発注することはいとわない）。 
 

 まとめ 

昨今の建設費高止まりの状況を踏まえ、各建設事業者とも今後の物価変動リスクに対する警

戒感は強い。しかしながら、本調査においても４社中３社が参画意欲を示したことを考慮する

と、本事業における市営住宅の事業規模、過去の事業参画実績等を踏まえ、今後の事業化に際し

ての条件設定次第では、相当程度の建設事業者の参画が期待される。 
なお、事業手法については各社ともＢＴ方式を評価もしくは望んでいる。 
今後、他自治体での公営住宅ＰＦＩ事業においては、公営住宅の管理に指定管理者制度を導入

済みの自治体等を中心にＢＴ方式での事業化も一定程度見込まれる。 
したがって、建設事業者から敬遠される状況となっている業務範囲に維持管理を含む形での

事業実施を行う場合には、競争環境の確保の可能性を慎重に見極める必要があると判断される。 
また、各社ともＰＦＩ事業によるコスト縮減の可能性ありとしており、財政面での貢献も期待

できる 
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●市内建設事業者 

Ｑ１）本事業への参加意欲 

 回答のあった３社のうち２社が参画意欲を示しているが、今回の案件は規模が大きすぎるため、

現場管理をする職員の配置が難しく参加は困難とする事業者も１社あった。 
 調査段階から及び維持管理運営業務までとなると条件的に厳しいものがあるという意見もあっ

た。 
 

Ｑ２）事業手法（ＰＦＩ（ＢＴ、ＢＯＴ、ＢＴＯ方式））について 

事業手法にあたっては、以下のとおりの意見が見られた。 
 ＢＴまたはＢＴＯ方式の参加を希望する。なお、ＢＴＯ方式の場合にあっては事前に市側と維

持管理業務の範囲を明確にして参加を決める。 
 事業手法が当地方で馴染むのか疑問である。 

 

Ｑ３）業務範囲についての考え方 

業務範囲については、特に入居者移転支援業務、維持管理業務と余剰地活用業務を業務範囲に含

めることした場合の事業参画意欲に与える影響について意見を求めた。 
【入居者移転支援業務】 

２社が難色を示しており、その理由は以下のとおりであった。 
 入居者移転支援業務が業務範囲に加えられるとノウハウも無く、さらに参加が困難である。 

 当社では力及ばず逆に迷惑をかけることになり兼ねない。 

【維持管理業務】 
２社が難色を示しており、その理由は以下のとおりであった。 
 維持管理業務が業務範囲に加えられるとノウハウも無く、さらに参加が困難である。 

 当社では力及ばず逆に迷惑をかけることになり兼ねない。 

【余剰地活用業務】 
２社が難色を示している。その理由は以下のとおりであった。 
 余剰地活用業務が業務範囲に加えられるとノウハウも無く、さらに参加が困難である。 

 当社では力及ばず逆に迷惑をかけることになり兼ねない。 

 
Ｑ４）ＶＦＭの可能性（コスト縮減の可能性）についての考え方 

各社ともに、コスト削減の可能性はあると判断している。 
なお、各社におけるコスト削減可能性の理由は以下のとおりであった。 
 弊社グループの高い設計・建設・維持管理・運営能力を持ってすれば１０％以上のコストの

削減は充分可能。 

 規模が大きいので可能性はあると思うが具体的には不明。 

 
Ｑ５）建設費の動向について 

建設費については、各社ともに上昇傾向にあると回答している。 
なお、建設費上昇の動向について各社の回答は、以下のとおりとなっている。 
 １５～３０％程度の上昇率。今後も現在の単価近辺で高止まりすると考えられ、職人の社会
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保険の加入義務が出てきた影響がある。 

 鋼材関係鉄筋、鉄骨は上昇傾向にあり、職人と呼ばれる職方の減少が顕著（左官など）であ

る。 

 物価上昇及び労務費のアップの傾向からトータルで考えると現時点よりも数パーセントの

上昇は確実と思われる。 

 
Ｑ６）本事業において想定される工期、概算工事費について 

・ 想定する工期については、約１６ヶ月とする事業者が１社、２～３年は必要となるとする事業

者が１社と幅が広い。また、建物の発注により変わる（１０戸５階建て×３棟、１５戸１０階建

て×１棟など）とする事業者が１社あった。 
・ 概算工事費については、１９億円弱とする事業者が１社あり、1,400 万円／戸（外構・駐車場・

植栽等含む）とする事業者も１社あった。 
 

Ｑ７）ＰＦＩ事業における評価方法についての考え方 

ＰＦＩ事業への参画を検討するにあたり、事業者選定方法についての要望、意見を求めた。以下

の意見等があった。 

 価格点：３０％、提案内容点：７０％。地元企業参加比率による加点。 
 （リスク分担は）事業の規模による。 
 

Ｑ８）リスク分担についての考え方 

民間事業者の立場として、負担困難なリスク担分担等について意見を求めた。 
 リスク分担表によりリスク分担を行う。 
 （リスク分担は）事業の規模による。 
 物価の上昇や不可抗力のリスク（一定期間経過後以降）は公共側で負担してほしい。 

 
Ｑ９）公営住宅の施工実績について 

・ 各社ともに一定の府営住宅、市営住宅の実績を有している。 

 

Ｑ10）その他（自由意見） 

・ 特になかった。 
 
 まとめ 

職員配置等の問題から参画困難とする事業者もあるものの、３社中２社が参画意欲を示してお

り、各社ともコスト縮減の可能性もあるとしており、一定程度の市内建設事業者の参画も期待でき

る結果となっている。 

ただし、本業以外の入居者移転支援業務、維持管理業務、余剰地活用業務については２社が難色

を示していることから、今後、業務範囲の検討にあたっては留意する必要がある。 
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●維持管理事業者 

Ｑ１）本事業への参加意欲 

・ 本事業で整備することが想定される 150 戸のみを対象とする場合、入居者管理を含む業務につ

いては事務所設置、職員配置の問題から参画困難とする事業者があり、また、150戸のみであっ

ても指定管理者と同等水準の業務が対象となる場合は、一定の業務ボリュームになるとする事

業者も、非効率で入居者や応募者の利便性が低下することから、お勧めできないとしている。 

・ 管理拠点から相当遠方に位置すること、冬季の積雪の問題から業務遂行に若干の不安要素があ

り、積極的な参画意欲を示すことは控えるとする事業者もあった 

 

Ｑ２）事業方式（ＰＦＩ（ＢＴＯ方式、ＢＯＴ方式））についての考え方 

・ ＢＴＯ方式による実施については２社が評価している。 
・ ＢＯＴ方式については、応募者側からはメリットがなく、ＢＯＴ方式を採用する場合もＢＴＯ

と同様のリスク分担とすべきとの意見があった。 
 
Ｑ３）事業範囲についての考え方 

事業範囲については、維持管理業務に関する下表の６パターンを示し、参加意欲の程度について

意見を求めた。 
  

パターン 対象団地 業務内容 
1 本事業で整備す

る新つつじが丘

団地（150 戸） 

消防設備保守点検、昇降機設備保守管理等の定型的な業務のみ 
2 設備保守点検、修繕等の建物管理全般 
3 入居者管理を含む維持管理業務全般（指定管理同等水準） 
4 全市営住宅（1076

戸） 
消防設備保守点検、昇降機設備保守管理等の定型的な業務のみ 

5 設備保守点検、修繕等の建物管理全般 
6 入居者管理を含む維持管理業務全般（指定管理同等水準） 
・ 各社と全市営住宅を対象とし、指定管理同等水準の業務範囲であるパターン 6 については、参

加意欲を示している。 
・ その他、パターン 1、2、4、5 は参画できないとし、指定管理同等水準の業務範囲を求める事業

者や、参画意欲が低い順から順に１、4、2、3、5、6 とする事業者があり、一定の業務ボリュー

ムの確保を希望している。 

 

Ｑ４）維持管理運営業務において想定される公営住宅固有の課題 

公営住宅固有の課題については、以下の項目の提示があった。 
 老朽化が進んでいる住宅が多いと考えられ、募集をすすめても入居率が向上しない。 
 既存の住宅に関する修繕のリスク全体を民間事業者が取ることは難しい。 
 入居者の高齢化に伴い自治会組織の立ち上げが困難 
 入居者の高齢化に伴い福祉的な安否確認の対応の必要性がある。 
 維持管理委託費が少ない（入居者による日常清掃、共用設備が必要最小限） 
 1,000 戸単位で管理センターを設置すると、固定費負担割合が大きくなり、コスト面でメリ
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ットが出しづらい。 
Ｑ５）ＶＦＭの可能性（コスト縮減の可能性）についての考え方 

コスト縮減についての主な意見は下記のとおりである。 
 150 戸のみであればＶＦＭは低下が懸念されるが、全市営住宅を指定管理者として管理す

るのであれば一定のＶＦＭは生まれる。 
 昇降機等の保守点検費の削減が可能 
 遣り方によっては多少のＶＦＭが見込める。 
 

Ｑ６）リスク分担についての考え方 

リスク分担についての主な意見は下記のとおりである。 
 施設の所有リスクを取ることは難しい。 
 物価スライドは人件費に直結する指数の採用をお願いしたい。 
 解約違約金の水準は維持管理年額の 10 分の 1 程度として頂きたい。 
 既存住宅の修繕については、事業範囲外として欲しい。 

Ｑ７）公営住宅の維持管理運営に関する業務実績について 

公営住宅については、３社とも指定管理者を中心として豊富な業務実績を有している。 
 

Ｑ８）その他（自由意見） 

・ １社が、福知山公立大学の寮運営について、関心を示している。 
 

 まとめ 

各社とも全市営住宅を対象とする指定管理同等水準の業務範囲での取組については参加意欲を

示しているものの、本事業で整備することが想定される 150 戸のみを対象とする場合には、コスト

面から取り組み困難、もしくは、入居者、応募者の利便性低下の観点からお勧めできない等、否定

的である。 
また、全市営住宅を対象とする場合も、既存の市営住宅の修繕リスクについては、警戒感を示し

ている。 
コスト縮減については、全市営住宅を対象とすれば一定のＶＦＭ発生が期待される回答内容とな

っている。 

 

●余剰地開発事業者 

Ｑ１）本事業への参加意欲、余剰地の立地について 

各社ともに、住宅用地として希少性がある立地と考えており、以下のような意見も見られた。 
 現在、福知山市はＪＲ高架事業、９号線書拡幅工事を経て南側が発展している。また、近年

の水害懸念より、「高台に位置した便利な立地」を好む傾向があり、商業地として難しいで

すが、住宅地としての需要はある。 
 

Ｑ２）事業方式、事業参加形態についての考え方 

・ 建設会社とグループを組むことを考えている事業者が２社、また、１社が自社で公営住宅の建

設と余剰地活用を行うことができると回答している。 
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Ｑ３）余剰地の位置・規模についての考え方   

本事業で発生することが想定される計画において、デベロッパーの立場から望ましい余剰地の位

置や活用可能な規模に意見を求めた。 

 規模についての制約は特にないが、市営住宅団地の建物がどのような配置になるかにより、

余剰地の計画に大きく影響が出る。 
 宅地分譲の場合では、現在想定される規模で結構。 
 余剰地の位置は適切な配置と思うが、規模については 5,000 ㎡程度が好ましい。 
 

Ｑ４）余剰地において想定される土地利用方法 

各社ともに、住宅ニーズの高い立地であるとのことから、主に住宅用地としての利用を考えてい

る。各社ごとに想定している土地利用方法は以下のとおりである。 
 建築用途は、戸建住宅が中心となるが、街づくりのコンセプトによって、賃貸住宅、老人ホ

ーム、サ高住、病院、学生寮などの複合整備も検討可能と考えている。戸建住宅のみで場合

は、おおよそ５０坪宅地で４０戸程の住宅団地が形成できると想定している。 
 資産価値の高い分譲宅地が考えられる。福祉施設は現地の法人と協議のうえ、検討したい。

賃貸については、駅からの距離、周辺の利便を考慮しますと積極的には検討しづらい。 
 

Ｑ５）利便施設、福祉施設の導入可能性について 

現時点においては、マーケティングが未了であるなどの理由より、施設規模、土地利用形態、価

格又は賃料水準についての詳細な回答を控えている。 
 施設内容としては、老人ホーム、サ高住、病院（医院）、小規模店舗、コンビニエンススト

アなどの意見があった。 
 土地利用形態としては、コンビニの場合にはリース会社が土地を購入し、オーダーリース

により賃貸し、福祉施設の場合は事業者が土地を購入するという意見もあった。 
 

Ｑ６）余剰地の価格水準 

余剰地の開発素地としての価格、最終販売価格については下記の意見があった。 

 最終販売単価水準については、販売実例から試算するとおおよそ坪１４万円前後と想定。 
 最終販売価格は平均５０坪、1,000～1,200万円程度。 

 戸建住宅での最終販売価格は、坪当たり２０万円程度を想定。 

 

Ｑ７）つつじが丘地区、向野地区の不動産市況について 

つつじが丘地区、向野地区の不動産市況については下記の意見があった。 

 つつじが丘では、近年周辺地区に空き土地が不足しており、目立った土地取引はあまりな

い。 
 つつじが丘地区は高台に位置しており、比較的流通性のある市場である。 
 向野では、近隣で１２０区画を販売中であるが、土地の単価が安く、高台で販売時期が水害

とかさなったこともあり順調に販売が推移している。小学校が遠いことと前面道路が狭い

ことは販売上のネックとはなっている。 
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 向野地区は、市場的に大規模な宅地分譲には不向きと考えられる。 
Ｑ８）その他（自由意見） 

・ 建替え事業への参画も、条件によっては可能性があるという意見もあった。 
 
 まとめ 

市内において水害懸念の少ない住宅地が選考される傾向もあり、各社ともつつじが丘団地におけ

る余剰地を住宅用地として高く評価しており、デベロッパーの参画は十分期待できる。また、余剰

地をすべて活用することについても２社が特に問題はないとしている。 
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③各社回答一覧 

 

◆ゼネコン（市外建設事業者） 

 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 

Ｑ１）本ＰＦＩ事業への参加意

欲 

弊社では過去に大阪府、吹田市、神戸市の公営住宅

建替ＰＦＩの実績を有し、新たに京都市営住宅建替のＰ

ＦＩ事業者にも決定しております。 

本事業に関しても前向きに検討させて頂きたいと考え

ています。 

・今後公表される諸条件にもよりますが、現時点で強

い関心を持っています。 

・事業内容やリスク負担、予定価格等に加え、当社の

社内状況等を踏まえ総合的に判断させて頂きたいと

存じます。 

弊社創業地である福知山市の公営住宅事業であり、

またPFI事業予定でもありますので 参加意欲がありま

す。  

営業拠点：福知山営業所（福知山市内記6-22 惇明ビ

ル）  

PFI事業実績：  

・京都御池中中学校・複合施設整備等事業（BTO方式 

施設整備、維持管理：H18.04～H33.03）  

・阪大グローバルヴィレッジ施工中（BTO 方式） 

最終的な条件等によるが、弊社としては少し苦手なエ

リアである。 

Ｑ２）事業手法（ＰＦＩ（ＢＴ、Ｂ

ＯＴ、ＢＴＯ））についての考え

方 

維持管理（オペレーション）を採用した場合、本建替団

地のみを対象とした管理を行う場合では、スケールメ

リットが働かず PFI によるコストダウンのメリットが少な

いと考えます。 

よって、市営住宅維持管理業務を対象外（指定管理）

としたＢＴ方式が適切であると考えます。 

・建設会社としては、運営を含まない方が手離れが良

く取組み易いと考えます。 

公営住宅整備においてBT方式又はBTO方式が一般

的と考えるが、事業規模、管理経費から今事業にお

いてはBT方式での事業が適していると考えます。 

取り組むのであれば、BT方式が望ましい。 

Ｑ３）業務範囲についての考

え方 

用地活用業務 

市営住宅建替事業と民間による用地活用による開発

が一体となり、まちづくりを行っていくことで、地域コミ

ュニティの活性化に寄与できるまちづくりが見込めると

考えています。 

移転支援業務 

事業範囲とすることは問題無いと考えます。 

仮住まい住居の斡旋等、民間が実施することによりス

ムーズな入居者移転が行えると考えます。 

・入居者移転支援業務、維持管理業務の参加要件に

関して、公営住宅での実績に限定すると参加企業

が限定される事になると考えますので、民間の類似

業務を含めた条件設定を望みます。 

・仮移転先は公的な住宅を行政側で準備頂く方が参

入が容易になると考えます。 

・本事業に移転先家賃や移転料の費用等を入札価格

に含めることは「不適」と考えます。仮に入札価格に

含めた場合、事業者にとって先行投資が必要となり

金融機関からの借り入れが困難な場合には事業者

自らが資金調達を行うことになります。更に現状で

は詳細が不明なため、仮移転先家賃等の回収方法

にも懸念が残ります。 

過分な投資や回収のリスク負担が必要な事業であ

れば、参入意欲を大きく損なうことに繋がると考えま

す。 

・維持管理業務は即時対応が重要と考えております

ので、地元企業による業務委託や指定管理制度を

活用することが最も効率的で地元の活性化にも繋

がるため行政側の業務範囲とした方が良いと考え

ます。 

・余剰地活用業務について、コンソーシアムを組む企

業数が増えると組成が難しくなり参画に影響が出る可

能性があるので、行政側の業務範囲とした方が良い

と考えます。 

・入居者移転支援業務…本また仮移転時の引っ越し

斡旋程度であれば本事業の業務範囲に含めても、負

担リスクにもよるが支障は少ないと考えます。  

・維持管理業務…行政と事業者のリスク負担が不明

確となりやすく、含まれる場合は事業参加意欲が低下

する可能性が生じる。  

・余剰地活用業務…余剰地は住宅としての環境に活

用するに適していると考えます。  

また付帯用地活用として民間のノウハウによる総事

業費の財政負担に寄与すると考えます。 

BT方式を望むため、維持管理業務が業務範囲になる

と取り組みが難しくなる。 
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 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 

Ｑ４）ＶＦＭの可能性（コスト削

減の可能性）についての考え

方 

建替事業を伴うＰＦＩにおいては、民間の創意工夫によ

る効率的な建築計画や移転支援業務を計画すること

で、直接建設案件と比較しても全体的なコスト削減を

行えると考えております。 

建築工事においては、建替建築戸数が多くなるほど、

スケールメリットが働く為コストの圧縮に繋がります。 

よって、工区を細分化して建替を行うのではなく、工区

あたり 100 戸程度での建替えを行う計画を希望しま

す。 

・過去の事例から、設計施工により合理的な設計を行

うことで少なくとも 5％程度のコスト縮減は見込めると

考えますが、縮減率はＰＳＣの算出根拠や算出時期

によるところが大きいと考えます。 

ＶＦＭの要素のうち、公共部門が要求するサービスの

内容や水準のみを明示し性能発注による民間企業の

提案による達成の効果が期待できると考えます。  

今事業は一期建設工事～仮移転～解体工事～開発

工事～二期建設工事～本移転と想定される中で、最

も効率が良く工期短縮及びコスト低減が図れると思

う。 

市が行うモニタリングの量にもよるが、１０％を目標と

して実施可能。 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ５）建設費の動向について 建設工事費デフレーターによる物価変動条項のみで

の補正条件では、実態の建築費（特に鉄筋やコンクリ

ートといった急激な建築資材単価）の高騰と合致して

いないため、建設企業に過度のリスクがかかると考え

られます。建設企業のリスクを少しでも減らすために、

建築物価指数や直接建設同様のスライド条項等の項

目を建設工事費デフレーターに補正させることが可能

となる検討をお願い致します。 

・2020 年五輪に向け資材費と労務費が高騰していま

す。この影響を回避しリスクを低減するため、可能で

あればこの期間の建設は避けるほうが望ましいと考

えます。 

資材の価格上昇は緩やかになってきているとはいえ、

関東方面における東京オリンピック需要での影響で今

後も価格上昇が懸念されます。 

ピークは過ぎ、一旦落ち着いているが引き続き職人の

確保が難しい状況が続いており、オリンピック需要以

降まではその状況が続くと思われる。 

Ｑ６）本事業において想定さ

れる工期、概算工事費につ

いて（様式任意） 

市営住宅建設における工期に関しては、規模・階数に

よって変動する為、具体的な計画図を作成しないと算

出できませんが、同種実績で想定を行うと一般的に、

10Ｆ100 戸程度の建替住宅の場合、建設工事の工期

で約 17 ヵ月程度となります。 

※造成、開発工事等は除く 

建築費に関しては、規模・階数（構造条件）や造成地

盤によって変動する為、具体的な計画図で概算を行う

必要があります。 

事業期間 3.5 年（設計 1 年、1 期整備 1 年、2 期整備

1.5 年(解体・建設)） 

・概算工事費約 27.5 億（施設整備費、消費税抜き） 

工期 1期12ヶ月、解体開発4ヶ月、Ⅱ期15ヶ月 計31ヶ

月程度  

概算工事費 約 27 億円（税別）  

施工手順にもよるが、概ね下記の通り。 

設計期間１１か月 

施工期間１２か月 

Ｑ７）ＰＦＩ事業における評価

方法についての考え方 

ＰＦＩ事業は単なる公営住宅建設というものではなく、

将来を見据えた団地再生のまちづくりにつながる計画

を行うべきであると考えます。 

地域コミュニティ活性化の提案や景観、周辺環境への

配慮での評価点を大きくし、定性点のウエイトを高くす

る検討をお願い致します。 

・優れた建築提案を行う幅を広げるためにも工期・工

事費ともにゆとりある設定として頂きたいと考えま

す。 

・提案重視の評価基準とし定性評価：定量評価＝8：2

程度として頂きたいと考えます。 

定性評価と定量評価に二分されるが、定性評価（事

業の進め方や取組、施設計画の内容等）  

を重視した配分が望まれる。地域経済優先の評価配

分にバランスが欠いていると参加意欲に  

変化が生ずる可能性がある。  

また PFI 事業の施工実績を加点対象とすべきと考え

ます。  

定性点５０％以上、定量点４９％以下を希望します。 

Ｑ８）リスク分担についての考

え方 

提案時に想定しきれない、インフラ関係のコストＵＰや

役所指導での変更も契約変更の対象として頂きたい

と考えます。 

実際に詳細プランを作成した上での役所詳細協議や

現地乗込後でないと分かり得ない部分も多々あると考

えています。 

また、Ｑ5 記載の通り建設企業の物価変動リスクを考

慮いただきますようお願い致します。 

・民間事業者のリスク分担は、明確かつ過大にならな

いご配慮をお願い致します。 

・設計・建設期間中の物価変動リスクを市側での負担

とお願いしたいと考えます。 

（適切かつ実効性のある物価スライドの適用をお願

い致します） 

・開業遅延リスクについて、土地の瑕疵や想定困難な

残置物等の事業者側でカバーしきれない要因によ

るものは、市側の負担としていただきたいと考えま

す。 

入居者移転支援業務…京都市八条市営住宅団地再

生事業でのリスク分担が適切と考える  

施工…土地の瑕疵（地中障害物等予期せぬ又は不

明確な部分）は行政の負担と願う。  

既存図面に記載のない地中構築物・地中障害・土壌

汚染・アスベストの調査／撤去費用は市の負担として

いただきたい。 
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 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 

Ｑ９）公営住宅の施工実績に

ついて 

 

大阪府営住宅 

竣工済物件 

（大阪府営住宅）豊中市新千里東町住宅・吹田市竹見

台住宅・吹田市藤白台住宅・堺市南長尾住宅・枚方市

田ノ口住宅・吹田市高野台住宅（1 工区） 

（吹田市営住宅）吹田市佐竹台住宅 

施工中物件    

（大阪府営住宅）吹田市高野台住宅 2 工区   ：162

戸（2017 年 7 月着工済み） 

計画中物件 

（神戸市営住宅）東多聞台住宅 A 工区：228 戸（2017

年 6 月着工予定） 

B 工区：197 戸（2018 年 2 月着工予定） 

（京都市営住宅）八条住宅：230 戸（2019 年 6 月着工

予定） 

大船渡市川原地区・蛸ノ浦地区災害公営住宅（Ｈ27.5

竣工） 

大船渡市宇津野沢地区他３地区災害公営住宅（Ｈ

26.6 竣工） 

公務員宿舎津田沼第２住宅整備事業（Ｈ23.3 竣工） 

京都府府営住宅常団地整備等事業（Ｈ19.11 竣工） 

香椎住宅 33 号棟新築工事（Ｈ19.8 竣工） 

直近10年間において京都市発注の京都市市営住宅

の二件施工実績有り  

・北河原市営住宅 2011年完成 RC造5階 2棟 77戸 

延7,071㎡  

・崇仁市営住宅53棟 2015年完成 RC造8階 1棟 52

戸 延4,401㎡  

【施工中】崇仁市営住宅下中 B 2019 年完成予定 RC

造 10 階 4 棟 121 戸 8,933 ㎡  

西宮市営甲子園春風町住宅第１期建替事業 

芦屋市高浜町住宅等大規模集約事業（施工中） 

大阪府営吹田藤白台住宅（第２期）民活プロジェクト

（施工中） 

東大阪市営上小坂東住宅建替事業（施工中） 

大阪府営吹田佐竹台（５丁目）及び大阪府営吹田高

野台住宅（４丁目）民活プロジェクト 

Ｑ10）その他（自由意見） Ｑ7 記載の通り、公営住宅建替を伴うＰＦＩは活用地創

出を目的とするだけでなく、 

まちづくりによって既存コミュニティと新規コミュニティ

の融合を行い、地域コミュニティ活性化を促すことが

必要です。 

その為には、単純な価格競争ではなく、提案内容を加

味した評価方法採用をお願い致します。 

・予定価格の公表をお願い致します。 弊社は福知山市にて創業124年の建設会社である

が、本件参加要件が地元業者との共同企業体結成と

なると、参加意欲は減衰するとの考えであります。  

（一部工事を地元業者に発注することはいとわない）  

 



 

 



 

- 45～46 - 

◆ゼネコン（市内建設事業者） 

 Ｅ社 Ｆ社 Ｇ社 

Ｑ１）本ＰＦＩ事業への参加

意欲 

是非参加したいと思います。オール地元企業でチームを作り提案したいと

思います。 

今回の案件は規模が大きすぎ現場管理をする職員の配置が難しく参加は

困難 

当社の業務範囲から設計及び建設段階までの計画であれば参加意欲は

大いにあります。 

ただ、調査段階から及び維持管理運営業務までとなると条件的に厳しい

ものがあります。 

Ｑ２）事業手法（ＰＦＩ（ＢＴ、

ＢＯＴ、ＢＴＯ））についての

考え方 

BT 及び BTO 方式の参加を希望します。BTO 方式の場合は事前に福知

山市側と維持管理業務の範囲を明確にして参加をさせて頂きたいと思い

ます。 

事業手法が当地方で馴染むのか疑問  

Ｑ３）業務範囲についての

考え方 

入居者移転支援業務については「引っ越し業務」と「仮住まい」とも行なえ

ます。維持管理業務は得意分野ですのでお任せください。（自社で現在

888 戸のマンション、アパートの維持管理業務を行っております）。余剰地

活用業務については土地の買い取り、土地の定期借地権の貸し付けとも

検討できます。 

当社的には入居者移転支援業務、維持管理業務、余剰地活用業務が業

務範囲に加えられるとノウハウも無くさらに参加が困難 

Ｑ１でも回答させていただきました通り、当社では力及ばず逆にご迷惑を

お掛けすることになり兼ねませんので入居者移転支援業務、維持管理業

務、余剰地活用業務を業務範囲に含められると厳しいものがあるかなと

思われます。 

Ｑ４）ＶＦＭの可能性（コス

ト削減の可能性）について

の考え方 

弊社グループの高い設計・建設・維持管理・運営能力を持ってすれば１

０％以上のコストの削減は充分可能です。 

規模が大きいので可能性はあると思うが具体的には不明  

Ｑ５）建設費の動向につい

て 

建設コストは 15%～30％程度の上昇率です。今後も現在の単価近辺で高

止まりすると考えられます。職人の社会保険の加入義務が出てきた影響

があります。 

鋼材関係鉄筋、鉄骨は上昇傾向 

職人と呼ばれる職方の減少が顕著（左官など） 

物価上昇及び労務費のアップの傾向からトータルで考えると現時点よりも

数パーセントの上昇は確実かと思われます。 

Ｑ６）本事業において想定

される工期、概算工事費

について（様式任意） 

工期 解体工事２ヶ月 造成工事２ヶ月 確認申請期間 ２ヶ月 建築工事

１０ヶ月 合計１６ヶ月 

工費 本体工事 18 億 9 千万円 解体工事・造成工事別途 

工事費 1400 万円／戸（外構・駐車場・植栽等含む） 

工期 建物の発注により変わる（10 戸 5 階建て×3 棟、15 戸 10 階建て×

1 棟など） 

あくまで概ねの工期ではありますが、２～３年は必要になるのではないで

しょうか。 

工事費につきましては今の段階では全く算出することができません。申し

訳ありません。 

Ｑ７）ＰＦＩ事業における評

価方法についての考え方 

価格点 30% 

提案内容点 70％ 

地元企業参加比率による加点 

事業の規模による  

Ｑ８）リスク分担について

の考え方 

理事者・ＰＦＩ事業者のリスク分担表によりリスク分担を行う。事業の受託

範囲で協議を行う。 

事業の規模による リスクに応じて最適なリスクの分担が望ましいと思いますが、物価の上昇

や不可抗力のリスク（一定期間経過後以降）は公共側で負担していただけ

れば有り難いです。 

Ｑ９）公営住宅の施工実

績について 

府営福知山駅南団地建設工事（ＪＶ）246,600 千円 府営小松ヶ丘団地建

設工事 339,000 千円 福知山（８）公務員宿舎建設工事 272,475 千円 

堀口団地市営住宅Ａ棟新築工事 260,147 千円 府営小松ヶ丘団地第１

工区建設工事 265,590 千円 

府営住宅中村団地・府営住宅茶子谷団地（施工中）・府営住宅広峯団地 福知山市・市営住宅南天田団地第 1 期建替工事 

（平成 23 年 3 月 30 日～平成 24 年 3 月 30 日） 

※参考 ㈱SNK・南羽合宅地造成工事［128 区画］ 

（第 1 期工事 平成 24 年 11 月 16 日～平成 25 年 12 月 25 日） 

（第 2 期工事 平成 26 年 6 月 17 日～平成 26 年 12 月 30 日） 

Ｑ10）その他（自由意見）    
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◆維持管理事業者 

 H 社 Ｉ社 Ｊ社 

Ｑ１）本事業への参加意

欲 

本事業で整備する住宅が、150 戸と少数にとどまるため、本事業で整備す

る住宅のみが対象の場合の参加意欲は低くなります。150戸のみであって

も入居者管理を含む指定管理者と同水準の業務が対象となる場合は、そ

れなりの業務ボリュームとなりますが、非効率であり、入居者や応募者か

ら見ても利便性が下がると考えられるため、お勧めできません。 

修繕、入居管理等の入居者の対応を伴う管理業務については市内に事

務所を設け、職員を配置しなければならない。150 戸では人件費、事務費

等の経費がかかるため、オペレーションの参加は難しい。 

弊社管理拠点から相当遠方に位置すること、冬季は積雪する期間もある

ことから、緊急時の対応や現地スタッフの急病等による休務への代務対

応が難しいことが想定される。 

そのため、業務遂行に若干の不安要素があり、積極的に参画意欲を示す

ことは逆に不誠実と考える。 

Ｑ２）事業手法（ＰＦＩ（ＢＴ

Ｏ、ＢＯＴ））についての考

え方 

ＰＦＩ方式で維持管理や運営を含める場合は、ＢＴＯ方式を希望します。 

応募者側から見るとＢＯＴとするメリットは見当たりません。発注者としてメ

リットがある場合は、採用されることを否定するものではありませんが、リ

スク分担はＢＴＯと同様の考え方でないと応募は難しくなると考えます。 

上記理由によりオペレーションは困難だと思われます。 公営住宅という性質上、賃料等については福祉的な要素も含むため、ＰＦＩ

方式で事業を行うのであれば、ＢＴＯ方式が相応しいと考える。 

Ｑ３）業務範囲についての

考え方 

パターン 1、2、4、5 の場合は参画できません。 

3 又は 6 の場合は、参加の検討が可能です。 

（パターン 6 を希望） 

全市営住宅の指定管理者については前向きに参加したい。 

指定管理者業務に PFI 事業の一部である建替に伴う仮移転、本移転等を

含めて頂ければお役に立てると思います。 

＜参画意欲；低＞ ① ⇒ ④ ⇒ ② ⇒ ③ ⇒  ⑤ ⇒ ⑥  ＜参

画意欲；高＞ 

Ｑ４）維持管理運営業務

において想定される公営

住宅固有の課題 

老朽化が進んでいる住宅が多いと考えられ、募集をすすめても入居率が

向上しないことが考えられます。また、既存の住宅に関しては、修繕のリ

スク全体を民間事業者が取ることは難しいので、一定のリスク分担をお願

いしたい。入居者の高齢化が進んでおり、自治会組織を立ち上げるのが

困難になってきています。本来は自治会で対応頂くべき業務が滞る可能

性があります。 

・施設の老朽化。 

・入居者の高齢化に伴い、福祉的な安否確認等の対応の必要性がある。 

・PFI 事業の事業期間中（仮移転～本移転）の入居者のケア（安否確認

等）。 

・日常清掃は入居者が実施すること、共用設備が必要最小限であること

から、維持管理委託費 が少ない。 

・入居申込等を統括する管理センターの設置を要すると思われるが、

1,000 戸超の管理戸数で当該事務所を設置すると、営業曜日や時間帯に

も拠るが固定費負担割合が大きくなり、コスト面でのメリットが出しづらい。 

Ｑ５）ＶＦＭの可能性（コス

ト削減の可能性）について

の考え方 

150 戸のみを切り出して管理をする場合はＶＦＭの低下が懸念されます。 

全戸を指定管理者として管理できれば、一定のＶＦＭは生まれると考えて

います。 

昇降機等の保守点検費の削減が可能。（メーカー系の保守点検費の削

減） 

市役所での管理業務担当者の人件費削減が可能。（承認業務について

は市役所で行って頂く必要があります。） 

現状のコストが不明であるため、具体の回答は難しいが、遣り方によって

は多少の VFM が見込める。 

Ｑ６）リスク分担について

の考え方 

施設の所有に関するリスクを取ることは難しいです。 

指定管理者と同等の範囲を業務範囲と考えると、人件費の割合が高くな

るため、物価スライドは人件費に直結する指数の採用をお願いします。 

解約違約金が事業残期間の維持管理業務対価の 10 分の 1 とかになる

と、事業リスクが大きくなりすぎるため、応募意欲に大きく影響がありま

す。実際に発注者にかかる損害がそれほど大きいとは考えられないた

め、維持管理年額の 10 分の１程度として頂きたい。 

特になし 既存住宅の修繕については、事業範囲外として欲しい。 

Ｑ７）公営住宅の維持管

理運営に関する業務実績

について 

別紙をご参照ください。 ・指定管理者業務の実績 

尼崎市営住宅（北部）４，５２１戸（H１９年１月～H２２年度） 

奈良県営住宅   ３，２７５戸（H１９年度～H２８年度） 

豊中市営住宅   ２，３７８戸（H２３年度～H２７年度） 

堺市営住宅    ４，２０６戸（H２３年度～） 

西宮市営住宅（北部） ４，１７８戸（H２６年度～） 

宝塚市営住宅 １，３８４戸（H２６年度～） 

東大阪市営住宅 １，１６５戸（H２６年度～） 

大阪府営住宅（東大阪） ５，５４３戸（H２７年度～） 

東大阪市営（北蛇草・荒本）住宅２，２３７戸（H２９年度～） 

・PFI 事業の実績 

大阪府営筆ヶ崎住宅民活プロジェクト（仮移転、本移転業務担当） 

全国 18 万戸超の実績を保有しており、関西圏の案件としては「大阪府営

住宅」「兵庫県営住宅」「奈良県営住宅」「宝塚市営住宅」「箕面市営住宅」

「倉敷市営住宅」等の実績がある。 

Ｑ８）その他（自由意見） （回答なし） 特になし 福知山公立大学の寮運営について、グループ会社に寮運営を専門とする

会社があるため、条件次第ではあるが、取組みに興味を持つ可能性があ

る。 
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◆デベロッパー 

 Ｋ社 Ｌ社 Ｍ社 

Ｑ１）本事業への参加意

欲、余剰地の立地につい

て 

福知山市を中心として事業展開しております積水ハウス㈱近畿西支店と

しては、是非積極的に事業参加したい立地です。 

 現在、福知山市は JR高架事業、9号線書拡幅工事を経て南側が発展し

ております。また、近年の水害懸念より、「高台に位置した便利な立地」を

好む傾向があり、商業地として難しいですが、住宅地としての需要はある

と考えております。 

積極的に参加につき検討したいと思います。 

余剰地は住宅用地としての適性が高い立地と思われます。 

・当該地は、戸建用地として一団希少性があると考えており、参加意向

はあります。 

Ｑ２）事業方式、事業参加

形態についての考え方 

全体規模が 22,500 ㎡と大きく、市営住宅と余剰地がそれぞれ分断されな

い街づくりを目指した方が良いと思います。その面からも一体の事業者グ

ループでの応募が好ましいと考えます。余剰地については、現状可能性

のある事業として「戸建住宅、賃貸住宅、高齢者住宅、介護施設等」の住

を中心としたものを想定しております。そして、今回の事業地を一体的に

整備してコミニケーション豊かに子供から高齢者方までが多世代が安心し

て暮らせる街として形成し、今後迎える人口減少社会の中でのコンパクト

シティの福知山市のモデルケースとして出来ればと考えております。 

弊社内の資産活用事業部にて市営住宅の建替えを、不動産事業部に

て余剰地の土地活用を行うことで、一貫した計画が可能です。 

・現時点では、応募する場合、余剰地の土地活用を行う事業者の立場

で考えています。 

・事業者グループを構成するマッチングをする仕組みを導入することは

可能でしょうか。 

Ｑ３）余剰地の位置、規模

についての考え方 

規模についての制約は特にございませんが、市営団地の建物がどのよう

な配置になるかは、余剰地の計画には大きく影響でますので随時連携し

て情報が入る事が望ましいと考えています。 

ヒアリングの規模で結構です。（宅地分譲の場合） ・余剰地の位置は適切な配置と思いますが、規模については５０００㎡

程度が好ましいと考えています。 

Ｑ４）余剰地において想定

される土地利用方法 

上記で回答致しましたように、立地的には主に住宅用地になると考えてお

ります。建築用途は戸建住宅が中心となりますが、街づくりのコンセプトに

よって、賃貸住宅、老人ホーム、サ高住、病院、学生寮などの複合整備も

検討可能と考えております。 

戸建住宅のみで検討しますと、10､000 ㎡超える為、調整池や公園等の開

発上の制約もありますが、おおよそ 50 坪宅地で 40 戸程の住宅団地が形

成できると想定しております。 

・戸建住宅のニーズが高い立地から、資産価値の高い分譲宅地が考

えられます。 

・福祉施設は現地の法人と協議のうえ、検討したいと考えております。 

・賃貸につきましては駅からの距離、周辺の利便を考慮しますと積極

的には検討しづらいと思われます。 

・土地利用方法は、戸建住宅で２０戸程度（１区画当たり５０坪程度）を

想定しています。 

Ｑ５）利便施設、福祉施設

の導入の可能性について 

①施設内容 

老人ホーム、サ高住、病院（医院）、小規模店舗 

②施設規模 

マーケティング未了の為、現状では未定 

③土地利用形態 

事業形態による為、現状では未定 

④価格又は借地料の水準 

マーケティング未了の為、現状では未定 

①施設内容 利便施設 福祉施設 

②施設規模 コンビニエンス程度 事業者（法人）によ

る 

③土地利用形態 リース会社が土地

購入し、オーダーリ

ースで建て貸し 

事業者が土地購入 

④価格又は借地料

の水準 

要協議 事業者との協議 

 

① 施設内容 

・現時点では、想定していません。 

②施設規模 

 

③土地利用形態 

 

④価格又は借地料の水準 

Ｑ６）余剰地の価格水準

等 

素地の単価は、現状では造成費等の金額計算ができませんので単価を

出すことはできません。 

最終販売単価水準については、販売実例から試算するとおおよそ坪14万

円前後と想定します。 

エンドユーザー価格は平均 50 坪、1000 万円～1200 万円とおもわれま

す。 

戸建住宅での最終販売価格は、坪当たり２０万円程度を想定していま

す。 

Ｑ７）つつじが丘地区、向

野地区を中心とした不動

産市況について 

つつじが丘では、20 年ほど前は区画整理事業の市保留地や緑が丘団地

など不動産が潤沢にあり、売却土地も豊富でしたが、近年周辺地区に空

き土地が不足しており、目立った土地取引はあまりありません。過去には

当社は近隣の広峯町にて分譲地を販売しました。 

向野については近隣で民間区画整理事業の「萌黄の丘」120 区画を販売

中です。土地の単価が安く、高台で販売時期が水害とかさなったこともあ

り順調に販売が推移しております。小学校が遠いことと前面道路が狭いこ

とは販売上のネックとはなっております。 

つつじが丘地区は高台に位置しており、比較的流通性のある市場で

す。 

向野地区は、市場的に大規模な宅地分譲には不向きと思われます。 

戸建住宅は一定需要があり、安定していると思われます。 

Ｑ８）その他（自由意見） 建替え事業への参画も、条件によっては可能性があります。   
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４－２．地元建設業者等の参画に向けた検討 

（１）地元建設業者等の本事業への参画に向けた課題と想定される解決方策 
課題１：業務範囲  

本業務における市内建設事業者へのヒアリング結果からも、本業の市営住宅整備業務以外の業

務が事業の中に含まれることについて難色を示す事業者が多い。したがって、今後、本事業の事

業化にあたって、市内建設事業者の参画を促すためにも事業範囲の設定が重要となる。 

特に、維持管理業務が含まれる場合、通常はＳＰＣを設立する必要があることから、本業務を

含めることで金融機関との交渉も含め、事業スキームがより複雑化し、市内建設事業者の参画が

困難となることも想定されることから慎重な見極めが必要となる。 

課題１について想定される解決方策  

本事業において整備される新市営住宅 150戸のみを対象とした維持管理業務の実施について

は、ヒアリングを実施した維持管理事業者各社とも否定的であることから、事業範囲外とするこ

とも考えられる。 

入居者移転支援業務については、本事業において既存住棟の入居者の仮移転に伴う業務は発生

しないことが想定され、本移転支援業務のみとなる可能性が高いため、業務実施上のハードルは

一般的に比較的低いと考えられる。したがって、本業務について難色を示す市内建設事業者も多

いものの、事業範囲に含めることについては、アドバイザー業務の段階で継続して市内建設事業

者に対してヒアリングを実施する等により継続検討を行うことが妥当と判断される。 

また、余剰地活用業務についても、本事業における余剰地の市場性が高いことから、応募に際

してのグループ組成は比較的容易であると判断されることから、入居者移転支援業務と同様に継

続検討を行うべきと考えられる。 

 

課題２：市内建設事業者の受注機会の確保  

市営住宅の場合、その施工の難易度はそれほど高くなく、これまで主として市内建設事業者が

その業務を担ってきた経緯がある。ＰＦＩ事業とすることで、これらの市内建設事業者に配慮で

きなくなるわけではないが、本事業における市営住宅整備規模を考えると、市外建設事業者の参

画も想定されることから、地域経済活性化への最大限の配慮の方策を検討する必要がある。 

課題２について想定される解決方策  

具体的には、ＰＦＩ事業実施にあたり、市内建設事業者への発注率を落札者決定基準の項目の

一部とすること等により、市内建設事業者の受注機会を確保すること等が考えられる。 

地元企業の受注機会確保の形態としては下表の例が挙げられる。 

＜地元企業の参画確保の形態（例）＞ 
形態 内容 導入環境、効果 事例 

①参加資格
JV で規定 

参加資格で市内企業との JV を義務づ
ける。 

市内企業にゼネコンと JV が可能な有力企業が
一定以上存在していることが必要。 

西 宮 市 甲
子 園 住 宅
PFI 

参加資格で、市内建設企業（市内に
主たる営業所を有すること）を JVに含め
ることを求める。 

市内企業にゼネコンと JV が可能な有力企業、も
しくは単体で市営実施整備実施可能な企業が
一定以上存在していることが必要。 

浜 松 市 営
住 宅 初 生
団 地 建 替
事業 

②専門工事 専門工事業者(設備工事業者等)も提 市内に各分野の専門工事業者が十分に存在し 徳 島 県 県
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課題３：市内建設事業者の事業応募に際しての負担軽減  

これまでの地元建設事業者へのヒアリングにおいても、ＰＦＩ事業への参画に際しての障壁の

一つとして、提案書作成に過大な労力や費用負担が必要となることが挙げられることが多い。し

たがって、今後、本事業の事業化にあたって、市内建設事業者の参画を促すためにも事業応募に

際しての負担軽減の方策検討が重要となる。 

課題３について想定される解決方策  

①提案を求める内容の絞り込み 

本事業の場合、市営住宅整備が２期にわたり、配棟等の市営住宅整備の計画については様々

な提案を求めることが可能であるが、市内建設事業者の提案書作成の労力、費用軽減も勘案

し、これまでの市営住宅建設にあたっての仕様をベースとし、提案を求める内容については、

特に市が提案を期待する内容に絞り込むことで提案書のボリュームを減らすことも有用と考え

られる。 

②説明会の実施 

これまでのＰＦＩ事業においては、特にＰＦＩ事業への参画経験が十分でない地元事業者の

場合、提案様式の不足や不備も多くみられ、追加で提出等を求めることも多く、このことへの

対応についても地元事業者の負担となっている。本事業の事業化に際しては、必要に応じて、

入札公告後等に希望する事業者を対象に提案様式作成時の留意点等について説明会等を開催

し、提案様式作成についての理解を深め、提案様式の不備や不足が原因で入札参加資格を充足

せず失格となるリスクを軽減することも有用と考えられる 

  

業者を市内限
定 

案者の構成員とした上で、参加資格を
市登録業者に限定する。 

ていることが必要。(都道府県等では有効) 営 住 宅 集
約化 PFI 

③評価で優遇 市内企業の活用についての提案を行い、
積極的な活用を評価する。市内企業名
を明記させる場合と、企業名を明記させ
ず、業種、社数等のみを記載させる場合
がある。 

市内企業にゼネコンと JVが可能な有力企業がな
い場合も採用可能。但し、市内有力企業の数が
限られている場合に、市内企業名を提案書で明
記させるとゼネコンと市内企業の力関係が逆転
し、建設費の十分な低減化が得られない可能性
がある。 

岬町緑が丘
住宅 PFI 

④発注義務づ
け 

市が発注する事業費の内、一定割合以
上を市内企業に発注することを義務づけ
る。発注先の企業名を記載させる場合
と、企業名を記載させない場合がある。 

基本的には上記③と同様であるが、市内企業へ
の最低発注額を確保出来る。 

西 宮 市 甲
子 園 住 宅
PFI 
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４－３．民間活力活用手法による事業スキームまとめ 

（１）民間事業者の参画意欲 

①市外建設事業者 

・昨今の建設費高止まりや今後ある程度建築費の上昇が見込まれる状況下、今後の物価変動リスク

に対する警戒感は強いものの、本事業の市営住宅整備規模が大手中堅ゼネコンにとって参画意欲

が向上する規模でもあることから、ヒアリング調査を行った４社のうち３社が参画意欲を示して

いる。さらに、各社ともコスト縮減も見込めるとしている。 
・したがって、今後、事業化に際しての条件設定次第では、相当程度の事業者の参画は期待できる

と判断されるが、特に各事業者とも維持管理業務を含まないＰＦＩ（ＢＴ方式）による事業実施

を希望している点に留意が必要である。 
・今後、事業化に際して継続検討が必要な課題としては以下の事項が挙げられる。 

○大手中堅ゼネコンの本事業への関心を維持する事業範囲の設定 

○官民の適切な役割分担 

○適切な予定価格の設定 

○施設整備費見直し条項の事業者意向も考慮した設定 等 

②市内建設事業者 

・本事業においては、市営住宅整備業務のほか、入居者移転支援業務、維持管理業務さらに余剰地

活用業務が事業範囲に含まれる可能性がある前提でヒアリング調査を行った。これらの本業以外

の不慣れな業務が含まれることについての抵抗感は強いものの、ヒアリング調査を行った３社の

うち２社が参画意欲を示しており、各社ともコスト縮減の可能性もあるとしている。 
・本事業実施に際して、地域経済の活性化、地域経済への貢献をも事業目的とする場合には、事業

スキームの検討に当たっては、市内事業者参画可能性の視点からも検討が必要となる。 

➂維持管理事業者 

・ヒアリング調査を行った３社とも市営住宅全体を対象とした業務については参加意欲を示してい

るものの、本事業で整備する 150 戸のみを対象とすることについては否定的である。したがって、

調査時点では、ＰＦＩ（ＢＴＯ方式またはＢＯＴ方式）による事業化を想定した場合に、一定の

維持管理事業者の参画が見込める可能性は低い。 

④余剰地活用事業者 

・ヒアリング調査を行った大手デベロッパーの本事業への関心は高い。余剰地活用を事業範囲に含

める場合には、地元不動産事業者等も含めて幅広い参画が期待できる。 
 

（２）業務範囲の検討 

①入居者移転支援業務 

・本事業に関心を要する市外建設事業者は、入居者移転支援業務を含めることに抵抗感はなく、市

内建設事業者については、抵抗感を示す事業者もあるものの、前記の通り本事業においては業務

実施上の難易度が比較的低い本移転支援業務のみとなることが想定されることから、市の事務負

担軽減の視点からも、本業務を事業範囲に含める方向で今後検討するのが適切と判断される。 
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②維持管理業務 

・維持管理企業の本事業への参画意欲が低く、市外建設事業者、市内建設事業者にも抵抗感があり、

コスト縮減等の効果も見込みにくいことから、維持管理業務を事業範囲に含めることは適切では

ないと判断される。 
 

③余剰地活用業務 

・一部の市内建設事業者は抵抗感を示しているものの、本事業においては、大手デベロッパーの参

画が見込め、市内不動産事業者の参画も期待でき、また、市営住宅と余剰地活用についてまちづ

くりの視点から提案を求めることも可能であることから、本業務を事業範囲に含める方向で今後

検討するのが適切と判断される。 

（３）事業スキームまとめ 

・以上の検討結果に基づくと、以下の事業スキームが適切と判断される。 
≪事業スキーム案≫ 

《事業方式》 
ＰＦＩ（ＢＴ）方式 
《事業範囲》 
対象団地：つつじが丘団地 
整備戸数：約 150 戸 

業務内容：調査・設計業務 
市営住宅整備業務（既存住宅解体撤去業務を

含む） 
入居者移転支援業務 ※1 
余剰地活用業務 ※2 

     ※1、※2 事業範囲に含める方向で継続検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

５．ＰＦＩ導入可能性の検討 
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５－１．定量的評価の検討、分析（ＶＦＭの算定） 

（１）概算事業費の算出 

・概略事業計画及び事業スキームに基づき、本市における公営住宅整備事業等を参考に、以下のとお

り概算事業費（ＰＳＣ）の算定を行った。（以下、金額は全て税込の金額を記載） 
＜ＰＳＣ算定＞ 

 項 目 金額（千円） 備考 

計画費 調査費 72,962 区域面積 22,519 ㎡ 税抜 3 千円/㎡と査定 
設計費 140,130 150 戸 税抜 865 千円/戸と査定 
工事監理費 59,940 150 戸 税抜 865 千円/戸と査定 

（小計） 273,032  
建設費 造成費 462,183 建築敷地面積 10,973 ㎡ 税抜 39 千円/㎡と想定 

本体工事費 2,314,908 市内の近年の建替実績を参考に査定 
（小計） 2,777,091  

解体費関連 解体設計費、解

体工事費、解体

工事監理費 

211,680 既存住棟 7,000 ㎡ 税抜 28 千円/㎡と想定 
 

（小計） 211,680  
入居者移転

支援 
移転実費 26,400 本移転料（176千円/戸）と想定 

移転業務費 14,805 類似事業の実績を参考に算定 
（小計） 41,205  

計 3,303,008  
 

■参考 1 ＢＴＯ、ＢＯＴ方式で実施する場合のＳＰＣ費用等について 

・ＢＴＯ、ＢＯＴ方式で実施する場合には、ＰＦＩ事業者グループを構成する各企業の倒産リスク等

からＰＦＩ事業を隔離するためにＳＰＣを設置する必要があるが、この場合、ＳＰＣの維持に要す

る費用（監査費用、人件費等）で年間約 5,000 千円程度の追加費用が必要となる。 
・ＢＴ方式の場合もＳＰＣを設立することは可能であるが、事業期間が竣工時までと比較的短期間で

入札参加時に提出を求める財務諸表等からある程度倒産リスクを審査することは可能である。した

がつて、ＳＰＣ設立を義務付ける事業は皆無で、設立可としている事業は存するものの、上記のＳ

ＰＣ維持管理に要する必要のデメリットが大きく実際に選定された事業者によりＳＰＣが設立さ

れた事例はない。 
 

■参考 2 現行の市営住宅維持管理事業費 

・全市営住宅の維持管理に要している現行の事業費は下表のとおりとなる。（金額は千円、( )内は内

訳） 
市営住宅保守管理事業 9,364  
 報償費（住宅管理人報酬等） （1,365） 

役務費（住宅室内清掃作業等） （1,284） 
委託料（機械設備等保守管理業務等） （6,220） 
使用料及び賃借料（土地・建物借上げ料） （244） 
備品購入費（消火器取替等） （201） 
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補償、補填及び賠償金 （50） 
市営住宅改善事業 63,500  
 委託料（公営住宅等長寿命化計画改定業務等） （5,000） 

工事請負費（高齢者向け改善・内壁防湿改善・屋上断念改善等） （58,500） 
市営住宅計画改修事業 30,026  
 委託料（その他維持管理業務等） （3,600） 
 工事請負費（市営住宅計画改修工事） （26,426） 
公共施設除却事業（市営住宅） 10,200  
 工事請負費 （10,200） 
市営住宅修繕事業 38,300  
 需用費（施設修繕料等） （24,100） 
 工事請負費（空家修繕工事等） （14,200） 
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（２）ＶＦＭの算定 

①ＶＦＭの算定手順 

・下記フローによりＶＦＭの算定を行った。 
 

＜ＶＦＭ算定フロー＞ 

 

 
 
 
 
 

ＶＦＭ算定に当たっての基本的な前提条件の整理 

事業計画（モデルプラン）の策定 

事業計画に基づく概算事業費の検討 

市が直接実施する場合の整備費用（ＰＳＣ）の算定 

参考見積等に基づくコスト削減率の検討 

PFI 事業（ BT ）として実施する場合の整備費用の決定 

資金調達条件等の検討 

ＰＦＩ（ＢＴ）における行政負担額の算定 ＰＳＣにおける行政負担額の算定 

ＶＦＭの算定 
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②ＶＦＭの算定に当たっての前提条件 

下表のとおり、ＶＦＭ算定におけるＰＦＩ手法と従来手法の条件設定を行った。 
 

＜ＶＦＭ算定の前提条件設定＞ 

 市が直接実施する場合（ＰＳＣ） ＰＦＩ事業として実施する場合（ＢＴ方式） 

事業期間 約５年間 

建設規模 市営住宅 150 戸 

事業範囲 

・各種調査 
・既存住宅の解体撤去 
・市営住宅の整備（設計・建設） 
・入居者移転支援業務（仮移転・本移転） 

事業の方法 
通常の公共事業 
 
 

ＢＴ方式 
（施設完成時点に施設を市へ譲渡、代金を

中間時と竣工時に支払い） 

財政支出の内容 

・各種調査費用 
・解体費用 
・整備費用（設計監理費用、建築費） 
・入居者移転費用 

・各種調査費用 
・解体費用 
・整備費用（設計監理費用、建築費） 
・入居者移転費用 
・ＰＦＩ事務費 

財政収入の内容 社会資本整備総合交付金を想定 社会資本整備総合交付金を想定 

建設関連費用の

想定 
モデルプランに基づき、建設費を想

定。 
市が直接実施する場合に比べて一定割合の

縮減が実現するものとする。 

資金調達条件 
・一般財源  
・起債  
・社会資本整備総合交付金を想定 

・自己資金  
・市中銀行借入金  
 

リスクの調整内

容 
特に行わない。 
 

－ 
 

割引率 1.37％ （15 年国債の過去 15 年間の平均利回りを採用） 

インフレ率 0％ 

 
 
 
 
 
 
 



 

- 59 - 

③ＶＦＭ算定 

１）算定の条件 

＜算定の条件＞ 

整備戸数 150 戸 

事業期間 5 年 

PFI（BT）における事業費 

施設整備費 2,976,891 千円 

費用削減率 

建設費 90%   

計画費 90%   

解体費 90%   

移転費 100%   

公共資金調達 

起債利率 0.30%   

起債償還期間 15 年（元利均等） 

内元本据置 2 年 

 

２）算定結果 

上記の算定条件に基づく本事業のＶＦＭは下表のとおり算定され、約８．３％のＶＦＭが期待さ

れる。 
＜行政負担額＞ 

Ｐ

Ｓ

Ｃ 

整備費・解体費・移転費 3,303,008 千円  

 

交付金 1,646,000 千円 ― 
起債 1,492,000 千円 

実質負担額 
1,697,479 千円 

現在価値 
1,477,516 千円 

一般財源 165,008 千円 
起債の利息 40,471 千円 
合計 3,343,479 千円   

Ｐ

Ｆ

Ｉ 

整備費・解体費・移転費 3,022,191 千円  

 

交付金 1,505,000 千円 ― 
起債 1,352,000 千円 

実質負担額 
1,553,865 千円 

現在価値 
1,354,695 千円 

一般財源 165,191 千円 
起債の利息 36,674 千円 
合計 3,058,865 千円   

ＰＳＣ（Public Sector Comparator）とは、公共が従来どおり公共事業を実施した場合のコスト 

 

＜算定結果＞ 現在価値での比較（ＶＦＭ算定） 

  ＰＳＣ－ＰＦＩ ＶＦＭ 
比較結果 1,477,516 千円－1,354,695 千円＝122,821 千円 8.3% 
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民間事業者意向調査の結果を踏まえて、想定される事業計画について、ＢＴ方式を前提としてＶＦ

Ｍの試算を行ったところ、約８．３％の定量的なＶＦＭが期待される結果となった。昨今の公営住宅

ＰＦＩ事業では、導入可能性調査段階で５～10％程度のＶＦＭが予測されることが多く、本調査にお

いて算定されたＶＦＭは妥当な水準であると言える。 
 

＜先例事業における落札率、特定事業選定時のＶＦＭ等＞ 

事業名 ① 

住宅整備対価 

入札/予定 ② 

活用用地対価 

入札/予定 ①-② 

負担額 

入札/予定 整備戸数 ＶＦＭ 

（特定事業

選定時） 

大阪府営千里佐竹台住宅（2 丁目）民活プロジェクト（応募５グループ） Ｈ１９．１２～Ｈ２４．１ 

  

  

予定価格 7,570,008,600   1,120,000,000   6,450,000,000     

落札 6,585,296,415 87.0% 3,024,493,999 270.0% 3,560,802,416 55.2% 200 7.0％ 

大阪府営東大阪新上小阪住宅民活プロジェクト（応募２グループ） Ｈ１９．１２～Ｈ２３．３ 

  

  

予定価格 3,231,209,100   924,000,000   2,307,209,000     

落札 2,625,000,000 81.2% 1,668,888,000 180.6% 956,112,000 41.4% 181 6.0％ 

大阪府営豊中新千里東住宅民活プロジェクト（応募２グループ） Ｈ２１．３～Ｈ２６．１２ 

  

  

予定価格 7,006,851,000   1,309,000,000   5,697,851,000     

落札 6,299,119,134 89.9% 1,726,600,000 131.9% 4,572,519,134 80.2% 450 4.5％ 

大阪府営堺南長尾住宅民活プロジェクト（応募３グループ） Ｈ２２．３～Ｈ２６．９ 

  

  

予定価格 7,642,089,000   444,000,000   7,198,089,000     

落札 5,524,365,000 72.3% 1,666,000,000 375.2% 3,858,365,000 53.6% 443 2.1％ 

大阪府営吹田竹見台住宅民活プロジェクト（応募３グループ） Ｈ２２．６～Ｈ２７．３ 

  

  

予定価格 6,339,556,000   997,760,000   5,341,796,000     

落札 5,311,645,500 83.8% 2,678,500,000 268.5% 2,633,145,500 49.3% 385 5.1％ 

西宮市営甲子園九番町団地第１期建替事業（応募７グループ） Ｈ２１．１２～Ｈ２４．１ 

  

  

予定価格 3,905,871,000   － 

（用地活用なし）－ 

3,905,871,000     

落札 
2,734,109,000 

（※1） 

70.0% 2,734,109,000 70.0% 280 9.0％ 

西宮市営甲子園九番町団地第 2 期建替事業（応募６グループ） ※2 Ｈ２３．３～Ｈ２６．７ 

  

  

予定価格 2,334,622,000  － 

（用地活用なし） 

2,334,622,000    

落札 1,755,000,000 75.2% 1,755,000,000 75.2% 168 9.0％ 

西宮市営甲子園春風町団地第 1 期建替事業（応募２グループ） ※2 Ｈ２６．６～Ｈ２９．２ 

  

  

予定価格 2,370,895,000  － 

（用地活用なし） 

2,370,895,000    

落札 1,877,000,000 79.2% 1,877,000,000 79.2% 158 5.1％ 

大阪府営吹田藤白台住宅（第 2 期）民活プロジェクト（応募３グループ） ※2 Ｈ２７．１０～Ｈ３３．３ 

  

  

予定価格 6,632,236,800  831,600,000   6,632,236,800    

落札 6,604,627,440 99.6% 2,771,844,840 333.3% 3,832,782,600 57.8% 420 7.1％ 

市営東多聞台住宅建替事業（応募２グループ）  Ｈ２８．１２～Ｈ３４．３ 

  

  

予定価格 8,596,857,240  907,200,000   8,596,857,240    

落札 7,736,040,000 90.0% 1,359,720,000 149.9% 6,376,320,000 74.2% 425 5.2％ 

※1 最低制限価格（入札公告時に公表）による落札 
※2 最低制限価格は事後公表 
なお、上表のすべての事業がＢＴ方式により実施されている。また、表中のＶＦＭはいずれも特定事業

選定時に公表された数値を掲載している。 
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＜事業者決定後にＶＦＭを公表した公営住宅ＰＦＩ事業＞ 

◆大阪府営吹田佐竹台住宅（５丁目）及び大阪府営吹田高野台住宅（４丁目）民活プロジェクト 

（応募２グループ） 

事業名（事業主体） 
大阪府営吹田佐竹台住宅（５丁目）及び大阪府営吹田高野台

住宅（４丁目）民活プロジェクト（大阪府） 

施設概要 

所在地 大阪府吹田市佐竹台５丁目、高野台４丁目 

事業規模 
240 戸 
（佐竹台５丁目約 27,400 ㎡、高野台４丁目約 56,500 ㎡） 

事業期間 約 3 年 
事業方式 ＢＴ方式・サービス購入型 
事業者選定方式 総合評価型一般競争入札 
特定事業選定時ＶＦＭ  3.1％ 
落札結果に基づく最終ＶＦＭ  12.2％ 
 

◆高井県営住宅整備等事業（応募５グループ） 

事業名（事業主体） 高井県営住宅整備等事業（山口県） 

施設概要 
所在地 山口県防府市大字高井 
事業規模 136 戸（延床面積 8,506.55 ㎡） 

事業期間 約 22 年 
事業方式 ＢＴＯ方式・サービス購入型 
事業者選定方式 総合評価型一般競争入札 
特定事業選定時ＶＦＭ  14.2％ 
落札結果に基づく最終ＶＦＭ  17.1％ 

 
◆沼津市営住宅自由ヶ丘団地整備事業（応募４グループ） 

事業名（事業主体） 沼津市営住宅自由ヶ丘団地整備事業（沼津市） 

施設概要 
所在地 静岡県沼津市大岡 
事業規模 214 戸（約 12,800 ㎡） 

事業期間 約 22 年 
事業方式 ＢＴＯ方式・サービス購入型 
事業者選定方式 総合評価型一般競争入札 
特定事業選定時ＶＦＭ  4.1％ 
落札結果に基づく最終ＶＦＭ  18.6％ 
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■参考 上記ＶＦＭ算定に基づく財政支出について 

・本事業を従来方式で実施した場合とＰＦＩ（ＢＴ）で実施した場合の各年の財政支出額は下表のと

おりであり、従来方式とＰＦＩ（ＢＴ）を比較した場合、20 年間計で 1 億 4,000 万円強のコスト縮

減が見込まれる。 
 
●従来方式（ＰＳＣ） 

1 年目 2 年目 3 年目 4 年目 5 年目 
114,527 24,637 10,065 2,842 43,137 

6 年目 7 年目 8 年目 9 年目 10 年目 
48,067 112,132 117,195 117,195 117,194 

11 年目 12 年目 13 年目 14 年目 15 年目 
117,193 117,194 117,194 117,193 117,194 

16 年目 17 年目 18 年目 19 年目 20 年目 
117,192 117,193 93,001 71,871 5,263 

 20 年間計 
1,697,478 

 
●ＰＦＩ（ＢＴ） 

1 年目 2 年目 3 年目 4 年目 5 年目 
116,074 22,403 9,976 3,742 41,788 

6 年目 7 年目 8 年目 9 年目 10 年目 
44,021 101,663 106,198 106,198 106,198 

11 年目 12 年目 13 年目 14 年目 15 年目 
106,196 106,197 106,197 106,198 106,197 

16 年目 17 年目 18 年目 19 年目 20 年目 
106,197 105,412 83,654 64,645 4,713 

 20 年間計 
1,553,867 
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５－２．定性的評価の検討、分析 

前記の定量的なＶＦＭ以外にも、本件事業をＰＦＩで行うことによって、下記のような定性的なＶ

ＦＭが発生すると考えられる。 

定性的なＶＦＭとしては、以下の事項が期待される。 
 民間事業者が、設計から建設までを一括して行うことにより、一貫した責任施工体制が取れるため、

民間のノウハウを活用した良質な市営住宅の整備が期待できる。 
 民間事業者が、設計から建設までを一括して行うことにより、工期短縮による行政サービスの早期

提供が期待できる。 
 ＰＦＩの契約主義により、官民のリスク分担が明確となり、より確実な業務の遂行が期待できる。  
 事業者の提案に際しては、事前に十分なリスク分析及びリスクへの対応策の検討が行われることに

なり、各種リスクの回避、最小化が可能となる。 
 近年のＰＦＩの先例では、地元経済への配慮等を評価項目に含める場合も多く、地元経済の活性化

にも資する事業とすることが可能である。 

 

５－３．事業スキーム（案）の総合評価 

公営住宅については、これまで数多くのＰＦＩ事業が実施されてきており、余剰地活用業務を業務

範囲に含める事業も、大阪府等を中心に数多く実施されている。したがって、公営住宅整備のみなら

ず、余剰地活用についても官民の役割分担、リスク分担は定型化してきている部分も多く、参画を検

討する民間事業者の安心感へつながっている。 
さらに、民間事業者においては、一定の業務ノウハウが蓄積されており、本件事業を実施した場合

においても、それらのノウハウが発揮されることが期待される。 
上記を総合すると、本件事業においては、十分なＶＦＭの発生が想定され、また、事業全体におい

て、より合理的かつ効果的な事業実施が見込まれ、さらに、各種リスクの管理が的確になされること

から、本件事業にＰＦＩを導入することの効果は非常に高いと評価される。 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．調査結果のとりまとめ 
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６－１．事業スケジュール（案） 

１事業・２工期 150戸程度の PFI（BT）事業を想定。 

 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 
アドバイザリ業務委託 

                            

実施方針、要求水準

書案作成 等 
                            

実施方針、要求水準

書案の公表 
                            

落札者判定基準、 

契約書案作成等 
                            

特定事業の評価、 

選定、公表 
                            

入札公告(公募書類

公表) 
                            

入札・開札                             

選定委員会                             

事業契約締結                             

基本・実施設計、 

許認可申請 
                            

解体・撤去 

開発工事 
                            

建設工事                             

入居                             

余剰地活用業務                             

 

 

＊このほか、実施について協議を要する事項の期間は原則含めていない。 

本移転 

(3ヶ月) 

(12ヶ月) 

(4ヶ月) 

(12ヶ月) (12ヶ月) 

(3ヶ月) 
提案書作成 

本移転 

公告前に最低１回 ※必要に応じて数回 

落札者決定 

仮契約締結 

本契約締結 

(7ヶ月) 

(3ヶ月) 

市営住宅 1.1ha・3棟 150戸（余剰地含む全体 2.25ha） 

1期 6階建 40戸、2期 4～6階建 110戸 
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６－２．土地利用計画方針（案）および計画の配慮事項 

 建替基本計画に基づき、ＰＦＩ事業の実施に向けた土地利用計画方針（案）および計画の配慮事項を

とりまとめる。 

   ■土地利用計画方針（案） 

①市営住宅建替用地 
グラウンド用地を活用し、入居者の移転への負担を抑制した事業と
する。市営住宅用地は、駅に近い計画地北側の用地を想定する。 

②コミュニティミック
スを図る拠点 

市営住宅建替用地と余剰地の交差部分については、開発公園や街角
広場、集会所等により、多様な世代や立場の人が集まり、交流し、
つながるきっかけをつくる場を設ける。 

③余剰地 
地域課題の解決や地域の活性化、市の政策課題への対応、まちとし
ての持続可能性の獲得などを見据えた機能導入を図る。（例：戸建住
宅、学生寮、生活利便施設など） 

④西側の道路整備 既存の戸建住宅等に接続する西側に幅員 6ｍの道路を整備する。 

   ■計画の配慮事項 

①計画地の北・西外周部
への配慮 

配置計画において、周辺の戸建住宅地への圧迫感の軽減や災害時の
安全対策について配慮する。 

②東西のみどりの環境
整備 

既存の岡東公園から開発公園、西側の住宅地につながる東西動線
は、緑豊かな環境軸を形成し、周辺地域への広がりをもたせる。 

③沿道利用の推進 
南の都市計画道路沿いや南東角には、地域の賑わい創出や生活利便
性の向上に貢献する施設や住宅等の導入をめざす。 

④雨水流出の抑制 
現況より雨水流出量が増加しないよう、流出係数の低い公園・緑地・
砕石等で舗装された駐車場等を合計 6,200 ㎡以上整備する。 
※雨水流出量が増加する場合、重要開発調整池の設置が必要 
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６－３．事業実施上の課題 

事業実施に際しての留意点を、下記の通り整理した。 

課題１ 市営住宅整備コスト変動等への対応 

昨今の建設費高騰の環境の下、建設事業者の施設整備費の予定価格や特定事業契約書等における見

直し条項の内容等に関する関心は非常に高くなっている。 
民間事業者による競争環境を確保し、より適正なＶＦＭに導くためにも、今後予定する事業者公募

時の予定価格については、今回の検討におけるＰＳＣを基に直近の建設費に関する指数の動向等を勘

案し、時点修正を行って設定する必要がある。 
また、ＰＦＩ事業のコスト提案においては、実施設計以前の見積もりであるため、詳細な数量の拾

い出しが行われておらず、単品スライド等の個別的な物価修正は導入が困難と思われるが、資材、労

務費等の変動の実態をより反映した施設整備費の見直しのためには、建設物価指数等による総合的な

建設コストの物価修正の導入について検討の余地があると判断される。 
 

課題２ 土地利用計画や住棟配置計画における提案可能部分の確保 

公営住宅は性能や仕様に対して、平等的な供給が前提となっていることから、本事業のみ多様な工

夫を取り入れることは難しい側面があり、かつ、本事業においては配棟の工夫の余地も限界があるも

のの、価格競争だけではなく、より良い環境の住宅整備の実現をめざすためには、民間事業者の創意

工夫を活かした提案の余地を確保することが効果的である。 
 

課題３ 余剰地の活用方法についての柔軟な対応 

提案時点で、余剰地の活用方法（開発計画、開発コンセプト）についても民間事業者から提案を求

め、当該提案内容が事業者選定項目の一部となる。本事業における余剰地は新市営住宅（２期）整備

後に初めて開発等の着手が可能であることから、社会経済情勢の動向等により、余剰地の活用方法の

想定が変化する可能性もあり、全体的な考え方が変わらない中で、開発計画の変更を認める余地を残

しておくことが必要と考えられる。 
 
課題４ 余剰地の活用方法についての評価の視点 

他の自治体では、公営住宅跡地の戸建住宅分譲用地としての活用に際して、エコ設備の搭載を義務

付ける事業があり、この場合、エコ設備搭載費用の全てを住宅購入者に負担を求めることは困難で、

一部が公営住宅跡地の購入価格に転嫁されるケースが多い。（エコ設備費用の一部が転嫁される分、

土地購入価格が低くなる。） 
余剰地の売却や活用において、価格重視とするのか、まちづくり等の視点を重視するのかにより、

開発事業者の事業参画のスタンスが変わる可能性もあり、発注者としての余剰地活用について基本的

な考え方を整理しておく必要がある。 
 

課題５ 建設事業者と余剰地活用事業者の連帯責任のあり方 

これまでの公営住宅ＰＦＩ先例事業においては、公営住宅建設事業者と余剰地活用事業者とが、そ

れぞれの業務について連帯責任を負うスキームとなっているものがあり、一部の建設事業者について

は、当該連帯責任が存在するがために事業へ参画できない理由となっている。今後予定する事業者公
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募時の事業契約書等の検討にあたっては、民間事業者の意向も確認しつつ、連帯責任に代えて、保証

金、保険等の活用により、契約の履行を確実に確保する手法を検討することも必要と考えられる。 
 
課題６ 落札者決定基準における定性的要因と定量的要因のバランス 

落札者決定基準における定性的要因と定量的要因のバランスは、民間事業者の本事業への参画意欲

や提案内容の方向性に大きな影響を与えるため、市営住宅の質的な向上と財政面への貢献について、

市が求めるバランスを的確に表示し、より合理的、効率的な民間事業者提案を引き出すことが可能な

ものとする必要がある。 
 

課題７ 要求水準書案の早期公開 

公営住宅ＰＦＩ事業は、近年増加傾向にあり、民間事業者の事業参画に関する意思決定が比較的早

期に行われる傾向にある。同時期に他の公営住宅ＰＦＩ事業が実施される可能性もあり、本事業への

民間事業者の参画を促すためにも、実施方針公表時、もしくは実施方針公表後、入札公告までの間の

要求水準書案の早期公開についても検討する必要がある。 
 

 

 



 

 

 

 

 

 

参考資料．ヒアリング記録 
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■ 併設施設候補事業者へのヒアリング調査記録 

併設事業者（障害者福祉）に関するヒアリング調査記録 

開催日 2017 年 12 月 15 日 10:00～11:00 場所 あまづキッチン 

出席者 社会福祉法人ふくちやま福祉会 仲林清貴（専務理事、あまづキッチン管理者） 
市浦ハウジング＆プランニング 森田、大庭 

■福知山市内での事業について 

・就労継続支援 B型の事業所を 6件運営しており、全ての施設をあわせると 140名が利用してい

る。障害の程度に応じた仕事作りに努めており、障害が軽い方には高い工賃を支払えるように、

｢あまづキッチン｣のような集客型の施設も運営している。 

・定員 5～8人規模のグループホームを 4件運営している。 

・その他には、ヘルパー派遣の事業や子どもたちに関する事業もおこなっている。 

・法人全体での利用者の合計は 200名以上となっており、職員の数もパートタイマーを含めると

140 名程度となっている。 

■あまづきっちんの施設整備について 

・敷地は移転した天津小学校の跡地を活用しており、｢あまづキッチン｣がある場所はグラウンド、

西側の｢第２ふくちやま作業所｣は校舎だった。校舎の一部は今も残っている。全てあわせて敷

地面積は 5,000㎡程度。 

・奥野部地区に 5,000 ㎡の敷地を市から無償貸与してもらい、｢ふくちやま作業所｣｢たんぽぽの

家｣｢ふきのとう作業所｣｢福知山共同作業所｣を整備した。今では利用者も増え、駐車場が足り

ないので周辺で借りるような状況になっている。 

・奥野部地区と同様に、H18 年に｢第２ふくちやま作業所｣を小学校跡地の敷地を市から無償貸与

してもらい整備した。現在の｢あまづキッチン｣の敷地は由良川の氾濫の懸念から長期間更地に

していたが、堤防整備をきっかけに、2年半前に施設整備した。 

・当初、敷地については無償貸与だったが、本年度から安価ではあるが有償貸与に切り替わって

いる。 

・｢あまづキッチン｣の建物の整備費は 1億円程度かかっている。費用は国から数千万円の補助を

受けている。また、当該補助を受けると公的な融資が非常に安い金利で受けることができるの

でそれも活用した。また自己財源も必要だったので、数千万円は法人で用意した。 

・｢あまづキッチン｣の計画をしていた頃、小学校跡地が上述の経緯で長い間更地だったこともあ

り、地元の人達がこの敷地を使って地域を元気にする活動ができないか検討をはじめた時期だ

った。検討の内容としては市営住宅や市職員の官舎の建設で、若い人を呼び込むといったもの。

地元住民には説明を重ね、なんとか理解を得ることができた。 

・その過程で、地元の農家と繋がりをもち、少し離れていた場所で屋外で朝市をおこなっていた

ので、｢あまづキッチン｣に屋根付きのウッドデッキを整備し、そこで朝市を行ってもらうよう

にした。天候に左右されず朝市を開催できるようになり、売り上げも増えたと聞いている。 

・地元では高齢化が進み、盆踊りが開催できない状態になっていた。そこで｢あまづキッチン｣開

設 2年目からは駐車場スペースを活用して櫓を組み、模擬店なども出店し祭りはじめた。住民

の方々も訪れてくれるようになり、次第に地域の人々と良好な関係を築けるようになってきた
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と実感している。 

・最初は小さなすれ違いもあったが、今では地区の総会に来賓として呼ばれあいさつをすること

もあり、今では非常に良好な関係を築くことができている。 

■もりカフェの整備について 

・｢もりカフェ｣は市民交流プラザの整備にあわせ、当時の市長の障害者の働くカフェをやりたい

という意向から設置されることになった。市と 5年の委託契約を結び当法人が運営している。

テナント料として月額 1万円程度、市に支払っている。 

・障害は知的障害、身体障害、精神障害の三つに分けられるが、そのうち精神障害については元々

一般就労していた方も多いため、その他の障害の方と一緒に働くのには抵抗がある方も多い。

｢もりカフェ｣はそのような方々にも抵抗なく働ける環境となるよう、障害者の働く施設である

ことを全面に押し出さず、内装もおしゃれにしているため、多くの方に利用してもらっている。 

■障害者福祉施設整備の難しさ 

・地元との関係作りは、就労継続支援 B型の方々が働く施設などの昼間施設より、グループホー

ムなどの施設の方が周囲の偏見などで設置が難しい場合が多い。 

・｢ホームいさ｣は法人の活動を応援してくれる方から、500㎡の敷地の無償貸与の申し出があり、

施設整備することになった。しかし、新興住宅街という場所柄もあり説明会等を複数回おこな

ったが、やや地元との間にすれ違いが残っている。ただ、大きな問題が発生しているわけでは

ない。 

■今後の施設整備の動向 

・当法人が運営する日中施設（就労継続支援 B型）では、定員に満たないものもあるが、障害の

種類や程度に応じた事業を行なっているので、数合わせ的な配置はできない。そのため、新た

な日中施設（就労継続支援 B型）の整備を課題としており、ここ数年の間に整備したいと考え

ている。まだ、土地探しは行なっていないが、市の公共施設再編のなかで余剰スペースを緊急

に借りることができないか検討している。当座はそこでしのぎながら、国交省の補助事業の採

択に向けた準備を進め、施設を整備したいと考えている。 

・グループホームについても不足している。初期投資額を減らすために地権者にこちらで設計し

たグループホームを建設してもらい、そこを 30年間の長期で借上げるといったスキームで整

備を進めている。地権者にとってはアパート等を建設するよりも手堅いものとなるため、地権

者からうちでもやってもらいたいと数件の声かけを頂いている。ただし、法人の自己財源が

1,500万円ほど必要となるほか、なによりも人手不足のため新たなホームの整備ができていな

い状況である。当面、グループホームのニーズは減ることはないだろう。 

■つつじが丘団地に整備する可能性のある施設・整備手法 

・つつじが丘団地の敷地に日中施設（就労継続支援 B型）を整備できるのならば、是非やりたい

と思う。 

・つつじが丘団地は駅から坂を上がらなければならないが、障害者にとって通勤できない場所で

はないので、日中施設（就労継続支援 B型）の整備場所としてはよいだろう。 

・障害者関連の施設は基本的に周囲の偏見もあり田舎になりがちであるが、都市部に作ることは

障害者への理解を深める意味で意義は大きい。 
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・施設整備にあたり土地取得は難しい。土地を比較的安価に借りることができれば、建物を法人

で整備するという形で実現できる可能性はある。 

・同じ就労継続支援 B型でも、障害が重い人の施設が不足している状況。 

・住宅地なので、集客施設は難しいかもしれない。地域に役に立つような機能があれば良いと思

うので、高齢向けの配食サービスの施設等は考えられるだろう。 

・｢あまづキッチン｣ではカフェ事業だけでなく、弁当やオードブル、パンの出張販売なども行な

っている。そういった手法を用いれば、別の作業所で作ったものを、つつじが丘のカフェで食

べてもらうといった形もとることができるだろう。実際に｢もりカフェ｣でも同施設の設備で作

りきれない場合は｢あまづキッチン｣と連携してお弁当等の提供を行なっている。 

・｢あまづキッチン｣の建築面積は 430 ㎡程度である。20名規模の施設となると、床面積で 500

㎡までくらいの面積が必要だろう。 

・学生寮が同じ敷地にあることは、大学との連携も図りたいと考えているので、歓迎したい。 

・以前、私立の高校から朝食の提供をやってくれないかというお話や、学習塾に通う高校生向け

にテナントを用意するので食事を提供してくれないかといった話をいただいたことがある。人

員確保の関係で実現できなかったが、準備期間さえ確保できれば、できたかもしれない。そう

いった経緯から、大学の寮での食事提供もできるかもしれないが、寮となると朝・晩の食事と

なるので、障害者の方々の働く中身に結びつける意味では難しいかもしれない。 

・与謝野町に「やすらの里」という複合施設が 2･3年前に整備された。障害者福祉事業を行なう

「よさのうみ福祉会」の施設（弁当の販売、カフェ、特養の清掃）と特養と子ども向けの施設

を複合させたもの。つつじが丘でも特定の法人・業種だけではなく、様々な業種が一緒になっ

て事業に取組み、誰もが大切にされるまちづくりのモデルになるような事業ができれば面白い

だろう。 

・障害者福祉施設は、単に障害者が住んだり、働いたりするだけでなく、周辺住民の方々の障害

者への理解を促進する役割も果たしている。「あまづキッチン」では冬になると雪かきに苦労

している。人力で雪かきをしていると、見かねた近所の人がユンボを持ってきて除雪してくれ

た。誰しもが根底にはハンディキャップを持った人を助けてくれる、優しい心を持っている。

施設は地域の人を変える力を持っていると思うので、そのためにも、地域の人と対話しながら

施設を作り上げていくことが大切だと思う。 

■向野団地について 

・向野団地については接道状況が悪いため立地は難しいだろう。 

■その他 

・福知山市内で公営住宅内にグループホームを整備した事例はない。 

・戸建住宅地の「萌黄の丘」は篠尾農区が持っていた土地で、SNK という法人を立ち上げ活用し

ている。 

 

以上 
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○資料 
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併設事業者（高齢者福祉）に関するヒアリング調査記録 

開催日 2017 年 12 月 18 日 10:00～11:00 場所 高齢者複合施設えるむ 

出席者 
社会福祉法人 空心福祉会 友次勝彦氏（理事、統括長（事業部・地域支援部））、真下

新也氏（統括長（総務部）） 
市浦ハウジング＆プランニング 森田、大庭 

■つつじが丘団地敷地について 

・駅から、この地域に到るまで高齢者福祉施設は多くあるため、つつじが丘団地は新たな高齢

者福祉施設を整備するような場所ではないと思う。 

・水害の心配が無い場所なので、若い人が住むための戸建住宅の建設地として整備する場所と

してはよいだろう。また、避難区域としての位置づけられる土地利用が望ましい。 

・敷地は眺望もよい場所なので、市営住宅ではなく市のシンボルになるような土地利用もでき

る場所だと思う。 

■つつじが丘団地に整備する可能性のある施設・整備手法 

【｢健幸いきいき倶楽部｣などの活動に使えるスペース】 

・えるむでは市の高齢者福祉課が行っている、｢健幸いきいき倶楽部｣の活動場所を提供してい

るが、毎回、60～70 名近くの参加があり手狭になってきている。そのためこのような活動を

行える施設があればよい。 

【駐車場】 

・また、｢健幸いきいきクラブ｣の参加者の移動手段は主に自家用車だが、施設の駐車場だけで

は賄いきれない状態となっており、現状では少し離れた場所にある防災センターの駐車場を

活用してもらい、そこから歩いてきてもらっている。そのため、つつじが丘団地に参加者や

施設利用者が使える駐車場が 20 台分程度あればよい。また、スタッフ向けの駐車場の確保に

も困っており、隣地の駐車場も借りている（5台分）が、足りていないので別に 20台分程度

確保できればよい。 

・駐車場用地として土地購入することはできないが、周辺の相場と遜色ない賃料であれば借り

たい。また、公営住宅整備後に駐車場が余ることがあれば、その場合でも借りたいと思う。 

・仮に駐車場として貸していただけるのならば、えるむに近い敷地北部分や東部分が望ましい。 

【外国人技能実習生等向けの住宅】 

・来年度から、外国人技能実習生を迎える予定にしており、住宅の確保が課題となっている。

一つの施設最大 5名までが目安となっており（えるむでは 3～4名の予定）、当法人では 3施

設で最大 15 名となるが、他の法人でもこの制度を活用して人材確保する動きがあるため、一

法人では難しいが、他の法人と共同で施設整備することは検討の余地があるかもしれない。 

・福知山市内の私学高校（福知山成美高校、福知山淑徳高校、京都共栄学園）の校長とお話す

るなかで出た話として、少子化の影響で今後さらに生徒募集が厳しくなるなか、遠方から通

学する生徒向けの住宅が必要という話がでている。 

・現実的には学校法人が高校生向けに整備した住宅に技能実習生が入居し、国際交流をはかる

といったスキームならばありえるかもしれない。高校生、大学生、留学生が集まって住める

ような住宅ができればよい。 
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【ホールなどの公共施設】 

・福知山市内には大きな演劇やライブなどを行なえるホールがないので（はぴねす福知山は座

席数が少なく、厚生会館は 1,000 名程度収容できるが老朽化によって音響が悪く、パイプ椅

子を並べるような設備状況）、1,000名程度収容できる施設が整備されると良いと思う。 

・シネコンも三田や桂川まで行かなければない状況で、子どもたちがそれなりの文化レベルの

ある物に接する機会が極端に少ない状況となっている。 

・高齢者福祉施設を運営する事業者としても、新たな高齢者向け施設を整備するよりも、ホー

ルなどの整備を通じて、文化的な生活を営んでもらえるような環境を作れた方がよいと感じ

ている。 

【公園】 

・近くに公園が 2箇所あるが、どちらも勾配があり使いにくいので、高齢者でも使いやすいよ

うな公園があれば、えるむの利用者も活用できると思う。 

■周辺の高齢者福祉施設・サービスの市況・ニーズ 

・在宅サービスについてはつつじが丘団地より、もっと駅に近い方が、需要があるだろう。 

・福知山市内ではサービス付き高齢者向け住宅が１件あるが空室が多いと聞いている。入居希

望者が少ないのは、ビジネスホテルを改修して整備したため、施設面で劣るからという可能

性もあるが、福知山市ではサービス付き高齢者向け住宅という形そのものが、あまり支持さ

れないからだと思う。そのため、つつじが丘団地に整備しても失敗するだろう。仮に整備す

るとしても、もっと駅に近い場所でなければ難しいだろう。 

■向野団地について 

・接道条件の悪さ、高齢者福祉施設が駅周辺の利便性がよい場所に移っていく流れの中で、当

法人として新たな施設整備は考えられない。落ち着いた環境ではあると思うので、障害者福

祉施設、児童養護施設、矯正施設であれば、立地の可能性もあるのかもしれない。 

■高齢者複合施設えるむについて 

・開所してから 5年が経過。敷地は市から 50年の定期借地している。 

■その他 

・つつじが丘団地敷地は宅地として売却すれば、坪単価としては 22･23万円にはなるだろう。 

・えるむの近くには大学の元・学生寮（成美大学時代は学生寮（旭ヶ丘寮）、現在は学生に限ら

ず一般世帯も入居できるマンション（パインズコート）になっている）があり、施設開設当

初は騒音等の問題でトラブルもあった。その後、学校からの指導があったのか、学生が地域

の清掃活動や防犯パトロールに参加するようになり、良好な関係を築くことができている。 

・大学近くにあるレオパレスの多くは空き家が発生していると聞いている。そのため、学生の

住宅確保の手段として、学生寮の整備ではなく家賃助成のような形もありえるだろう。 

・自衛隊の駐屯地が近くにあるため音の影響はある。空砲で窓が揺れる。 

・当法人では事業所内託児施設の運営を｢高齢者複合施設にれの木園｣で行なっている。 

 

以上 
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併設事業者（子育て支援）に関するヒアリング調査記録 

開催日 2017 年 12 月 15 日 13:00～14:00 場所 すくすくひろば 

出席者 NPO 法人おひさまと風の子さろん 足立喜代美氏（事務局長、子育てコンシェルジュ） 
市浦ハウジング＆プランニング 森田、大庭 

■おひさまと風の子さろんの事業について 

・以前は商店街の空き店舗を有償で借り、中心市街地活性化の空き店舗対策の助成金を活用し

て施設整備を行い、そこで 10年間運営してきた。 

・しかし、手狭になってきたことや、行政施設の方が利用者にわかりやすいので、議会に当施

設の整備を要請し 2年ほどかかったが整備に到った。開設は昨年 10月。 

・当施設の既存部分は集会所として使われていたが水害で 2m浸水し、1年間ほど使われていない

状況だった。そのため、プレイルーム（大広間）の増築に合わせ、集会所部分も改修された。 

・施設整備にあたり市からヒアリングを受け、床材などについて要望を出したが取り入れられ

ることはなかった。後に市長に要請したところ、マットを購入してもらえることになった。 

・当法人では集会所・プレイルーム部分をあわせ、市から委託を受けて管理・運営しており、

集会所部分は生涯学習課、増築部分は子育て支援課からの委託となっている。 

・当施設が商店街にあった時の参加者は月平均で 250名程だったが、ここに移転してからは 900

名に増えている。0・1歳児を連れた参加者が多いため、自家用車での参加が多く、商店街の

時は駐車場が狭かったため参加できなかった方々が、現在の施設では 17台分のスペースがあ

るため参加できるようになったことも、参加者の増加要因の一つだろう。現在は、ほぼ毎日

満車の状況となっている。 

・月・火・水・金・土曜日に開所しており、土曜日は保育園のない 2歳以上の園児や、お父さ

んの参加も増えている。 

・集会所での地域の活動としては健康体操や習字サークルの利用がある。 

・同じ施設で高齢者と共存することによる問題は起きていない。子育てサークルの話によると、

むしろ高齢者は子どもたちに元気をもらえ、お母様方も高齢者から色々なことを教われるの

で交流の機会を積極的に仕掛けることもあるそうだ。 

・福知山公立大学との連携としては、ボランティアサークルに施設の活動に参加してもらうな

どの取組みを行なっている。 

・保育園は足りているが、入りたい園には入れない状況であるため、子どもを遊ばせる場とし

て当施設がよく利用されている印象を持っている。 

・当法人では本施設の運営の他に、市の子育て応援事業の業務委託として、H3年から三段池公

園の武道館などで「おひさまひろば」の運営を年 14回おこなっている。毎回親子で 100～300

組の参加者がいる。契約は 3年更新でプロポーザル方式にて事業者が選定されている。 

■市内の子育て支援の状況・ニーズ 

・市内の「子育て支援センター」は、市街地のなかには当施設と「東堀」だけで、その他は「三

和」「夜久野」「大江」と離れた場所になる。 

・「丘児童センター」は 0歳児向けの赤ちゃんコーナーもあるが、平日の利用者は少ないと聞い

ている。月に一度のリトミック教室の参加者は多い。全体として未就学児より、小学生など
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の利用者の方が多い印象。 

・市内に「育児サークル」は 2つ（どんぐり、げんきっこ）あり、それぞれ親子が約 10組程度

で活動している。スタッフは置かず、交代制のリーダーを決めて運営している。活動場所は

近所の公園の他、「丘児童センター」や「下六人部児童センター」が利用されている。 

・子育て世代のニーズのある場所としては、三段池公園の大はらっぱ、子連れでランチができ

るような個室がある店舗など。当施設のような、無料で自由に遊びにいける場所に対するニ

ーズは高い。 

・子育て世帯が子どもを連れてよく行く場所は、高速を使い一時間程度かかるが、遊び場とし

ては東舞鶴の「あそびあむ」、買い物は三田のアウトレットを利用していると聞く。一時間程

度の移動時間が子どものお昼寝の時間とマッチしてよいとのこと。 

■つつじが丘団地での施設整備の可能性について 

・つつじが丘団地は水害の危険性がないため、住宅地としてとても魅力的な場所だと思う。 

・当施設は市内全域を対象としているが、自衛隊の官舎を含め、つつじが丘団地周辺（天田、

旭ヶ丘など）からの参加者が多いため、そういったニーズは高い地域だと思う。 

・当法人としてもう一施設、つつじが丘で運営するのは難しい。今は、すくすくひろばを開設

してから日が浅く、地固めの時期だと思っている。去年から土曜日も開くようになったが、

日曜日も開けてくれればとの声は多い。当施設のような、お金をかけずに親子で過ごせる場

所のニーズは高いだろう。 

・つつじが丘団地に公園を整備した場合、子育てサークルが活動の場にできるので喜ぶだろう。 

■向野団地について 

・向野方面（篠尾）からの参加者もおり、ニーズはあるかもしれないが、向野団地は前面道路

が狭く、ママさんは自動車の運転に不安がある人も多いので、施設の立地条件としては厳し

いだろう。 

■その他 

・足立氏は、毎年行なわれていた野外無料ライブ「ボンチフェスタ」の実行委員長を約 10年間

務めていた。その人脈を活かし、現在の子育て関連の活動や、大学生との連携した活動など

様々な活動に取組んでいる。 

・当法人の活動とは別に、大学生と協力して、小･中学生を対象に子ども食堂の運営も行なって

いる。「ゆらのガーデン」の「アゲバンバン」の社長の好意で店舗がお休みの日に場所を借り

て月に 1度開催している。毎回 10～12組の参加があり、今年度の参加枠は既に埋まっている。 

・夕食だけでなく、大学生に勉強を教えてもらえ、遊んでもらえ、参加料金は子ども 200円、

大人 500円と安いため大変人気のイベントになっている。いわゆる貧困対策ではなく、親子

のコミュニケーション支援の色合いが強い活動である。 

・市内の事業所内保育施設は、ヤクルト、ルネス病院、市民病院にあると聞いている。 

 

 

以上 
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○入手資料 

・おひさまひろば 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・おひさまと風の子さろん 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



- 80 - 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・岡ノ三教育集会所、地域子育て支援拠点施設「すくすくひろば」オープニングセレモニー次第 
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・おひさまひろば年間行事表 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・げんきっこだより（子育てサークル会報） 
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併設事業者（学生寮運営事業者）に関するヒアリング調査記録 

開催日 2017 年 12 月 22 日 11:00～12:00 場所 共立メンテナンス京都支店 

出席者 （株）共立メンテナンス寮事業本部京都支店 大西 開（支店長） 
市浦ハウジング＆プランニング 森田、大庭 

■事業実績について 

・全国で 252棟の学生寮を管理・運営しており、河合塾や駿台予備校など運営のみ委託を受けて

いる物件数をあわせると、600棟程度になる。 

・弊社の運営する寮の他社との大きな違いは、住み込みの寮長・寮母を配置し、朝・夕の食事提

供、入退去の対応、体調を崩した学生の部屋まで食事を届ける、友達を紹介してあげるなど生

活全般のサポートをしっかりして、初めての 1人暮らしでも安心・安全な環境を確保している

ところにある。 

・元々サービス業から始まった会社なので、寮がやりたいというよりも食を通してサービスを提

供したいという想いが強く、その部分で学生の住まいの関係を取り扱う他社と差別化を図って

いる。他社は建設会社を母体とする会社が多いため、箱作りについてはそちらの方が上手いの

かもしれない。 

・弊社の PKP事業部では建物の保守管理など官民連携事業（図書館、仮設住宅の管理、市役所の

窓口、小学校・保育所の給食の提供、車の運転手など）を行っており話の流れによってはそち

らのセクションに繋ぎたい。 

■つつじが丘団地での施設整備の可能性・整備手法 

・弊社で土地保有、物件の建設などの億単位の投資をし、運営まで全てやるにはニーズが足りな

いといった印象をもっている。 

・弊社の運営する寮のターゲットとなる層は限定的である。例えば 1,000人の学生さんに対し、

1人暮らしをする人が半分として、そのうち 1割に入居してもらえて 50室、3割で 150室程度

との予測となる。 

・弊社の施設では寮長・寮母を配置するため、その人件費等もかかるため 100室規模でなければ

採算はとりにくい。60室規模で運営している施設もあるが、一室あたりの家賃が高くなってし

まう。家賃は 150～200室と室数を増やせばより効率的な運営ができるため下げやすい。 

・建設や土地保有となると億単位の投資となる。弊社として投資ができる条件としては、ニーズ

となる学校・企業が複数あり、リスク分散できる場合や、将来的な転用の可能性が見込める場

合。成美大学が福知山公立大学に変わったように、大学再編・キャンパスの移転等が目まぐる

しいなか、建設費等の償還期間を考慮すると 20年先までの需要予測が立たなければ弊社で建

設等の事業を行なうのは難しい。 

・施設の建設、保有まで市や大学にやってもらったうえで、管理・運営業務として受託するといっ

たスキームであれば、弊社も積極的に関わることができるだろう。ただ、そのような形になった

場合、入札となることが多いと思うが、弊社では寮長・寮母を配置し、中身にこだわった運営を

行っているため価格で負けてしまうことが多く、質の評価をしてもらえると参画しやすい。 

・一般的な学生寮の建設条件としては学校や駅近（10分圏内）は事業上のメリットになるだろう。 
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■寮の管理・運営について 

【運営・管理委託費用について】 

・運営委託費としては超概算になるが 100室前後でおおよそ月額 100万円程度。主に寮長・寮母、

パートの人件費。部屋数が増えれば、パートの人数を増やす仕組みなので室数に比例して費用

が増える仕組みではない。保守管理・清掃を入れると 1.5倍くらいになる。 

【運営について】 

・大学生に限らず社会人など色々な人に住んでもらった方が稼働率は上げやすい。 

・京都府内の弊社物件のなかで、学生だけに入居を限っている物件は一つだけで、大学生だけで

なく社会人も住んでもらっている。 

【家賃等について】 

・運営する物件の家賃は京都市内で朝／夕の食事込みで 10万円／月程度。 

・別途管理費が必要で年間 26万円程度。通常の民間賃貸住宅の月額共益費が 1万円程度とする

と、約 2倍の費用がかかることになる。 

【食堂の設置等について】 

・食事の提供を通して、寮生との交流や管理をしているため、食堂併設の方が弊社の関わるメリ

ットは出しやすい。ただ、学校によっては、食事は学校で面倒を見るので食堂は無しといった

運営形態をとっている例もある。 

・原則として食堂の地域開放はしていない。地域に開放すると営業行為となり、お客さんに食中

毒がおきると、弊社が提供した食事が原因で無くとも、営業を一時的に止めなければならず、

寮生への食事提供が滞ってしまうリスクがある。また、住まいの食堂なので、寮生はラフな格

好で食事を取れているが、そういった良さも失われる可能性が高い。 

・仮に食堂を地域開放するならば、寮とは別に一般の食堂として近くに設置する形が考えられる。

ただし、同じ窯の飯を食べるといった寮ならではの良さは失われてしまうだろう。 

【室の規模・タイプについて】 

・一室あたりの床面積の規模は 18㎡程度。水廻りがなければ 12㎡程度でもよい。 

・学校が直接建設する寮の場合、シェアタイプの間取りが流行っている。ただし、交流が生まれ

れば問題も増えやすいため、運営は難しくなる。弊社としてはそのような物件の運営は得意だ

が、自ら投資して建設する場合は一時的な流行である可能性もあるので作っていない。 

【駐車場の設置について】 

・駐車場は入居者の 3割分くらいは必要だろう。ただし、学生なのでコントロールはできると思う。 

・弊社ではタイムズと契約し、タイムズカープラスの車を置くといったこともやっている。ただ、住

宅地で需要見込みを立てにくい場所であるため、つつじが丘でタイムズが了解するかはわからない。 

【その他サービスについて】 

・寮長・寮母は基本的に弊社の社員としており、5年前後くらいで変わる仕組み。（長くいれば本

人のカラーが出すぎてしまい、均一のサービスを維持できなくなる可能性があるため）ただ、

場合によってはクライアントの要望にあわせて地元の人を雇用する、英語をしゃべれる人を配

置するなど個別の対応は可能。ただし、人件費は高くなり、代えがききにくくなるのが難点。 
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・家賃回収、契約代行も弊社で行なえる。 

【大学からの管理・運営委託の事例】 

・京都華頂大学向けの学生寮では土地建物を大学が保有し、共立メンテナンスでは運営（寮長・

寮母の配置）、清掃、管理をおこなっている。大学側からは業務委託費、入居者から食費を受

け取っている。 

■その他 

・市営住宅のワンフロアを用いて、学生寮を運営することもできる。グループ会社にビルネット

という保守管理を専門に行なう会社があるため、あわせて建物の管理もできる。 

・仮に市営住宅の１LDKタイプ（40㎡）の住戸を寮の一室として運営した場合、面積に見合った

家賃回収は難しいと思う。また、事業効率も悪くなるだろう。シェアタイプとしてならばあり

えるかもしれない。 

・学生からみると外国人技能実習生と同じ寮で暮らすメリットは少ない。外国人留学生ならば、

学生という共有する立場があるためよいだろう。 

・大学生だけでなく高校生や外国人技能実習生とミックスさせた住宅は、交流といった点でメリ

ットがあるのでありえるかもしれない。ただし、いざこざは多くなり共有スペースなどの管理

は難しくなる。その難しい運営ができるのが弊社の強みでもある。 

・弊社としては、京都府内での仕事を増やすことを目指し、4 年前に京都に出店した経緯もあり、

建物の建設や敷地の保有などスキームとしては難しい部分があるが、興味はあるので、ぜひ市

や大学の担当課の方にも、物件を一度見てもらいたい。 

・学生寮の大手事業者では、JSBや学生情報センターなどの事業者もあるが、建設会社の色合い

が強く、学生寮よりも食事などのついていない学生マンションに近い形の方が得意だろう。 

 

以上 
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○資料 

・会社案内 
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・ドーミーガイド（全国版）（抜粋） 
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・学生会館ドーミーガイド（抜粋） 
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併設事業者（学生寮運営事業者）に関するヒアリング調査記録 

開催日 2018 年 1 月 9 日 13:30～14:30 場所 ジェイ・エス・ビー本社会議室 

出席者 
（株）ジェイ・エス・ビー 西日本企画開発部  

関西北陸第一営業グループ 田中グループ長、石坪氏 
市浦ハウジング＆プランニング 森田、大庭 

■事業実績について 

・業務としては、大学学生寮の企画運営のほか、大学施設の整備・運営、一般の学生マンション

の仲介や運営、近年ではサービス付き高齢者向け住宅の運営も行っている。 

・全国初の学生寮 PFI 事業者（東北大学、416室）。PFIではないが、PPP（民間資金活用）の事

業には複数参画している。京都市内では、京都工芸繊維大学の松ヶ崎学生館（299室）が独立

採算型 PPP事業で、大学敷地内に土地の無償貸与（使用貸借）を受け、建物を整備・所有し、

運営している。自ら資金投資して、整備を行うケースもあるが、近年はデベロッパーやリース

会社、ゼネコンと組成し、運営のみ参画するケースが多い。 

・また、大学が建物を所有し、業務委託の形式で管理運営を行うケースも多い。京都工芸繊維大

学の留学生寮はそのケース。ただし、近年は大学が資金を準備できないなどの理由から、PPP

（独立採算型）で行うケースが増えている。 

 

■つつじが丘団地での施設整備の可能性・整備手法  ※詳細マーケティングは未実施 

・敷地の無償貸与を受け、建物を整備・所有し、運営する独立採算型 PPPの方式の場合、賃料の

設定をどのようにするかが課題。もし、他の民間賃貸住宅より安く抑えたいのであれば、事業

として成立しなくなるので、大学または市から何らかの補償が必要。土地が無償であっても、

賃料は周辺相場より 1～2割低くできる程度なので、それより下げる場合、その分の差額の家

賃補償や入居補償が必要になる。賃料を抑えたいのであれば、補償なしで手を挙げる事業者は

いないのでは。 

・BOTと BTOであれば、BTOのほうが大学が建物を保有する分、多少はコスト減になる。事業期

間は最短 25 年間、最長 40 年間。ただし、長いほうが所有リスクは軽減される。 

・業務委託のケース（大学または市が建物の整備費を出し、所有）であれば、特に事業成立性に

課題はない。業務範囲に見合った委託料であれば、運営可能。また、この場合は市営住宅の保

守・管理をセットにすることも可能。なお、学生寮は 100室を超えれば常駐管理になる。 

・立地としては、計画地は、駅や大学からの動線に高低差があるのが懸念課題。また、もう少し

大学に近いほうが事業しやすい。 

・独立採算型 PPP の方式の場合、1,000名の学生数であれば、入居人数（室数）は最大 200名く

らいのイメージ。300 名だとチャレンジ。ただし、居住期間を何年間と設定するかによる。入

学志望者を増やす施策だとすれば、空いていないと意味がないので、1～2年間に限定するケー

スが考えられる（例：京都工芸繊維大学）。その場合は 100名前後が限界。 

・市営住宅の PFI事業に組み込めば、建設事業者が兼ねられるなどのメリットはあるが、一般的

には別事業としていただいたほうがやりやすい。 
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■寮の管理・運営について 

【食堂の設置等について】 

・80名以上になれば、食堂（食事提供）も成立する。大学の要望に応じて実施する。食堂は、食

材ロスを防ぐために、外部への開放はしない。食費は平日の朝・夕食のみで 2万円／月が目安

（京都市内の相場）。 

【室の規模・タイプについて】 

・一室あたりの床面積の規模は 20㎡程度で、ワンルームマンションのようなキッチン・ユニッ

トバスなど一通り揃った間取りが基本。周辺との競合を考えると、周辺の民間賃貸住宅の規模

と同程度の規模は必要。  ※福知山公立大学の周辺は、約 25㎡・5万円程度が平均的 

・ドミトリー型（複数人でのシェアルーム）は、需要は高くない。留学生向けには多いが、一般

学生には好まれない。 

【駐車場の設置について】 

・福知山市内であっても、ほとんど不要ではないか。 

【その他】 

・京都工芸繊維大学の学生寮では、近くの 2大学と提携し、留学生であれば入居できる仕組みと

なっている。福知山公立大学だけでなく、京都工芸繊維大学と提携し、入居できるようにする

のも考えられる。ただし、家賃補償など大学側の費用負担が発生すると難しいかもしれない。 

 

■その他 

・大学生以外の市営住宅入居者や外国人技能実習生が同じ建物内に住むのは、トラブルの元にな

るので敬遠される。敷地も分け、建物を別にしないと難しい。ただし、業務委託のケースであ

れば問題ない。 

・学生寮と市営住宅、外国人技能実習生のコミュニティミックスは難しい。建物を一括で保守管

理したり、食材ロスが出ないよう予約制するなどすれば食堂を共有することは可能かもしれな

い。入居者同士を交流させるのは実際には難しい。ＵＲなどで実施されている、大学生に自治

会活動に協力してもらうのも、強制はできない。 

・学生寮の整備にあたって、近接する施設として、コンビニなどの生活利便施設は入居者に喜ば

れるが、騒音の出る施設や強い臭いを伴う飲食店などは避けてほしい。 

・向野団地での事業はありえないだろう。 

以上 
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併設事業者（学生寮運営事業者）に関するヒアリング調査記録 

開催日 2018 年 1 月 17 日 10:00～11:00 場所 市浦 H＆P 大阪支店 会議室 

出席者 

（株）学生情報センター  村田清隆氏（常務執行役員西日本本部長兼営業開発部長） 
清藤敬氏（常務執行役員学校法人パートナー本部副本部長

兼西日本学校法人営業部長） 
（株）東急コミュニティー 中川達二氏（営業開発事業部西日本営業部部長） 
市浦ハウジング＆プランニング 森田、大庭 

■事業実績について 

・現在の総管理戸数は約 41,000 戸。建築費の高騰もあり、既築物件の管理を新たに請け負うこ

とで事業規模を拡大している。近年、東急不動産 HDグループの一員になったので、新たな物

件建設にも力を入れたいと考えている。 

・これまでは主に学生向けのマンションを手がけてきたが、一部社会人向けにも転用している。

また東急不動産 HDグループに入ったこときっかけに、東急住宅リースと共同で新たに学生・

社会人複合の物件も開発している。 

・基本的な事業手法としては、土地の有効活用を目的に土地・建物の所有は地主等（個人・ファ

ンド）にしてもらい、弊社では建設・サブリースで管理を行っている。 

・大学所有物件については約 9,000室の管理を行っている。 

・大学の学生寮建設の PPP・PFI事業の実績としては九州大学、大阪府立大学（83室）、京都大学

（2 棟 130室）の事例がある。 

■事業スキームについて 

・建物を民間が保有した場合、減価償却期間の問題があり、仮に事業期間を 20年に設定した場

合、家賃を割高に設定せざるを得ない等の問題がでてくる。一方で、事業期間が 20年を超え

ると大規模修繕等のコストの償却もしなければならなくなり、事業としては非常に難しくな

る。そのため、何らかの補助金等を検討していただけなければ事業として成立しにくいだろう。 

・大阪府立大学の案件では事業期間が長くなると、大規模修繕のコストもかかるため事業期間を

20 年に設定してもらい減価償却期間としている。仮に民間が保有することになった場合、家賃

に転化せざるを得えないので、そもそも留学生寮として安価な家賃設定（3～4万円）してほし

いとの要望に応えられなくなるため、大学に保有してもらっている。 

・PFI事業として行うならば、BTOが望ましい。施設の保有及び整備費は割賦で大学・市に負担

してもらい、運営については民間のノウハウを生かすといった形がよい。 

・現在の 250名の学生数からみた需要としては、入居率を 4～5割としても 100室程度だろう。

ただし、将来的に 1,000名の学生数になるため需要は拡大することが予測されるなか、各時点

において学生数の需要に合わせた建設戸数が求められると思うが、その際の満室・空室のリス

クをどのように担保するのかも課題となるだろう。仮に時期を分けて建設した場合、修繕周期

が異なってくるため、そのあたりの整理も必要だろう。 

・オペレーションを任せていただいた場合、家賃収入で運営費を賄うことも考えられるが、その

場合空室リスクをどのように担保するのかといった問題も出てくるだろう。 
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■市営住宅の学生寮の併設について 

・市営住宅の維持・管理業務では窓口設置も求められるため、最低 400戸程度（大阪府箕面市で

実績あり）は必要。 

・市営住宅と学生寮では設備が近いため、ハード面の管理はまとめてできる可能性もあるが、市

営住宅の入居者対応などについては学生寮とは別に窓口を設置する等の課題もあるため難し

いだろう。 

・市営住宅との合築については望ましくない。市営住宅入居者と学生とは生活時間が異なるため、

別棟にすべきだろう。（※）弊社の社会人と学生が混在する物件でも、エントランスのみ共通

で、そこから先は動線として完全に分離している。ただし、住宅の特徴づけとして交流の場は

設けてもよいと思う。 

・ローカルエリアになるほど、学生らのたまり場になりやすく騒音等の問題も発生しやすい傾向

にある。 

■食堂について 

・弊社管理の民間保有の物件では、食堂が無いパターンの方が圧倒的に多い。また大学が保有し、

弊社が管理している物件についても無い場合もある。留学生向けの物件では、食文化も異なる

ため食堂は設置しない代わりにオープンキッチンを充実させる場合が多い。食堂は運動部向け

の寮などで需要が大きい傾向にある。 

・都会では食堂からオートロックまで全てが完備された物件が保護者も安心なので人気だが、ロ

ーカルエリアではアルバイト先の飲食店でまかないがついているなど、食堂がなくても問題な

いと思う。 

・また、食堂の有無は学校の食堂の状況にもよる。学校の食堂で 100円朝食や運動部向けに夜遅

くまで営業するといった取組が行なわれているのならば寮での食事への需要は低くなり、食堂

併設型は成立しないだろう。 

・食堂を設けた場合、2万円／月の食費が家賃とは別にかかることになる。 

■寮監の配置について 

・寮監の配置人数は固定費として計算するため、室数の多い・少ないに関係なく配置することに

なる。日中の通い管理とし、夜間は機械警備とする場合もある。 

・マンションタイプの場合はほとんど寮監を配置せず、機械警備としている。学生マンションで

はなく学生寮にするならばやはり寮監を配置し、門限を決めるなどの学生に対する一定の統制

は必要だろう。 

・戸数を増やせば、それに応じて 1室あたりのコストは下がる。 

■家賃・共益費等について 

・管理内容によって共益費が大きく変わる。 

・弊社が現在京都市内で計画している案件では、総戸数が 115戸程度で室面積が 18㎡、寮監が

24時間住み込みで食事提供を行なう条件で、家賃 6万円＋共益費 2万円強＋食費 2万円＝11

万円程度で行なう予定。専有面積が 18㎡とやや狭く作っても、共有スペースが他のマンショ

ンと比較してもはるかに広くなるため、家賃はその地域の相場程度になるだろう。 

・70室以下で寮監を住み込みで配置すると、その部分の費用はすべて共益費に反映され割高とな
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るため、規模が小さい寮では寮監は配置しない場合が多い。 

・寮監を配置した場合は、家賃は高くなるので、その部分を安心・安全の付加価値としてみてい

ただけるかが、ポイントになるだろう。食事付きの場合、食べたかどうかなど保護者にレポー

ティングも行なっている。 

・最終的には、学生向け住宅としてどのようなコンセプトにするかによって決まってくるだろう。 

・広島国際大学の事例では、呉市、東広島市にそれぞれ 500室設置している。管理人は配置して

いないが、食堂は設置している。 

・名古屋大学では家賃を 4万円に設定し、食堂・管理人は配置していない。 

・国公立大学の学生向けの寮となると、家賃は 4万円台が上限だろう。それ以上高くなると、何

のための学生寮なのかといった議論になりかねない。さらに家賃を下げるためには、なんらか

の補助も考えなくてはならないだろう。 

・寮監を配置し家賃・共益費込みで 4 万円台に抑えようとすると、なんらかの補助がなければ、

家賃だけでの運営は難しいだろう。寮監を配置し、食事を提供するなど付加価値を高めるとそ

の分、家賃を下げるのは難しくなってくる。 

・室面積 15㎡に家具も全て備え付け、キッチン・ランドリースペースは共同とし、寮監なしと

いった管理を最小限にした条件であれば 4万円程度の家賃も可能。この場合、市や大学の家賃

の補助などの負担はなし。ただ、学生寮なので、日中の共有スペースの清掃などは入れなけれ

ばならないと思うので、その分の管理費は必要になるだろう。 

■その他 

・仮に市営住宅の住民に学生寮の管理を依頼するならば、一定のサービスを担保する意味で自治

会や老人会への委託は難しいだろう。弊社で住民を直接雇用し教育することになる。 

・一番の懸念事項としては緊急対応。警報などの一次対応については警備会社で対応いただける

が、通いの寮監などを配置した場合、体調不良などで代わりのスタッフを派遣するような二次

的な対応が求められたとき、京都市内から駆けつけることになるため、相応の時間がかかるこ

とが大きな懸念事項である。ただし、住み込みであればある程度リスクは軽減できる。 

・学生寮を作るからこそ呼び込める地域住民に開かれたサービスとしては、自動販売機、コイン

ランドリーなどの 24 時間無人で稼動できる施設。コンビニなど人を配置する民間施設までは

セットで呼び込むことは難しい。 

以上 

●まとめ （緊急時の二次対応まで可能であるケース） 

・家賃 4万円などの低家賃かつ 250室などの規模の場合 

⇒寮監の住込み可。ただし独立採算の場合、空き家リスクを市・大学で負う必要あり。 

・食堂併設で安心・安全な付加価値付きのコンセプト設定かつ 100室程度の規模の場合 

⇒寮監の住込み可。ただし、共益費込みで家賃は相場＋αとなる。家賃を抑えるには要補助。 
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併設事業者（スーパーマーケット等事業者）に関するヒアリング調査記録 

開催日 2018 年 1 月 24 日 15:00～15:30 場所 さとう開発本部 会議室 

出席者 （株）さとう 竹下裕一氏（店舗開発部次長） 
市浦ハウジング＆プランニング 森田 

■つつじが丘での施設立地の可能性について 

・計画地は坂を上った丘の上にあり、駅や国道９号から通り抜ける位置でもないため、商業施設

立地ではない。周辺人口の張り付けは一定あるので、売上げはある程度見込めるが、外から顧

客を呼び込めない「閉鎖商圏」の評価となる。 

・既存の小さな店舗の業態としては売場面積 100～120坪の「ミニフレッシュ」があるが、可能

性があるとすれば、現在事業化に向けて検討中のさらに小さい売場面積 70坪程度の新小型店

（コンビニタイプ）。生鮮食品も置いたコンビニのようなもの。営業時間 7:00～23:00で、コ

ンビニ特有のチケット販売などはしないイメージ。具体的な営業内容は検討中。 

・敷地規模としては、駐車場 20～30 台、駐輪場 10台程度を含め、約 500坪、1,500㎡程度。視

認性のよい南東角（児童センター向かい）がよい。 

・条件としては、借地が前提。土地はどこかにホールドしてもらいたい。ホルダーを探してもら

えるとありがたいが、自分たちでも探そうと思えば、探せる。この土地であれば、ホルダー探

しは難航するかもしれない。 

・見込める売上げから逆算すると、概算であるが、土地代は坪 500円くらいになるかもしれない。

細く長く回収するので、借地期間は 10～15年以上、20年など。路線価、交通量を調べてみな

いと詳細はわからない。検討の上、連絡する。 

・他の競合店が入ってくるくらいであれば、防衛出店として出店する可能性はある。市内でのシ

ェアを確保したいので、スーパーマーケットと競合するコンビニへの対抗策として、新小型店

を検討している。 

・南側の都市計画道路が西に開通しても、商圏は変わらない。 

・学生寮が立地すれば、需要になるので良い方向。市営住宅入居者の需要も見込める。 

■向野での施設立地の可能性について 

・商業施設立地ではないので、検討できない。 

■その他 

・つつじが丘は戸建住宅立地としての需要は高いだろう。（竹下氏は同じ校区の駅前に居住） 
・学生寮の立地としても良いのでは。 
・社長や常務は「閉鎖商圏」ということで、あまり反応はよくなかったが、社として関心はある

ので、今後も情報提供いただけるとありがたい。 
以上 
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民間駐車場事業者に関するヒアリング調査記録 

開催日 2018 年 3 月 8 日 17:30～18:00 方法 電話にて聴取 

出席者 タイムズ 24 株式会社京都支店 益井竜一氏 
市浦ハウジング＆プランニング 大庭 

■時間貸し駐車場の設置について 

・駅から 15分程度離れ、150戸程度の戸数という条件では、需要は見込めず成立しないだろう。 

・駅前ならば、駅利用者の一定の需要が見込め、福知山駅前でも実際に成立しているが、駅など

の主要な拠点から離れた団地では利用者が団地関係者（住民・訪問者）に限られるため、この

戸数では成立させ難い。 

■カーシェアの導入について 

・上記の条件では、カーシェアの設置は難しいだろう。基本的に福知山市では車に乗れる人（免

許保有者）は車を所有している割合が高く、まちの外からやって来る人の需要が見込める駅等

でなければ成立しない。 

・仮に市営住宅に加え、学生寮が 100 戸程度建設されるとすると、学生は免許を持っていても車

を持っていない人も一定数いることが予測されるため、1～2台程度であれば成立するだろう。 

・ただし、基本的に弊社の事業スキームは土地オーナーから借地としてスペースを借り、駐車ス

ペースを整備して運営しているが、高い利用率は予測されないため、高い借地料をお支払いす

るのは難しいだろう。 

■その他 

・近年公共用地の空きスペースを駐車場として運営する事業の入札が増えているが、実際に事業

を行ってみても、どの案件も利用率はあまりあがっていない傾向にあるようだ。 

 
以上 
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